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序 章 

 

1 計画策定の趣旨 

 

市川市教育委員会は、戦後約６０年ぶりに改正された教育基本法の基本理念

をふまえ、平成２１年３月に市川市教育振興基本計画（以下「第１期計画」と

いいます。）を策定しました。 

第１期計画は、社会の変化に伴って生じた解決すべき多くの教育課題に対応

し、本市における教育の一層の振興を図るため、平成２１年度から２５年度ま

での５年間にわたり、本市の実情に応じた教育の振興に関する施策を総合的か

つ計画的に推進してきたものです。 

これまで、第１期基本計画に基づき、「人と関わる力を身に付ける活動の充

実」、「家庭・学校・地域の連携を図る取り組み」、「生涯学習機会の充実」など、

様々な施策を展開してきました。 

一方、確実かつ急速に進行する社会の変化に対応するため、教育政策は不断

の見直しが求められており、各施策の所期の目的が達成されているかどうかを

十分に評価した上で今後の改善に繋げ、さらに新たな施策を実施する必要があ

るところです。 

そこで、近年の少子高齢化、東日本大震災などの社会情勢の急速な変化をふ

まえ、第１期計画の評価に基づく施策の改善を図るとともに、新たな施策を実

施するため、第２期市川市教育振興基本計画（以下「第２期計画」といいます。）

を策定するものです。 
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２ 計画のねらい 

 

この計画は、本市の教育が目指す基本的な方向と目標を明確にして、その

実現に必要な施策を計画的・総合的に実施することをねらいとしています。 

一方、教育の振興を図るためには、家庭・学校・地域・行政がそれぞれの

役割を担いながら、たがいに連携・協力することが不可欠になっていること

から、この計画を教育関係者はもとより、広く市民に示すことにより、市民

の理解と協力を得ることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の位置付け 

 

この計画は、国の第２期教育振興基本計画に照らし合わせて、市川市の教

育振興に関する基本的な計画として策定するものであるとともに、市川市総

合計画の「教育」に関する分野を担うものです。 

また、「学校教育３カ年計画」、「生涯学習推進計画」などは、この計画の部

門別計画となるものです。 
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４ 計画の対象、期間及び構成 

 

⑴ 計画の対象 

この計画では、現在の本市の教育を取り巻く環境をふまえた施策展開を

効果的に進めていくため、計画の対象範囲を教育委員会が実施する市立学

校における教育・育成に関する施策及び生涯学習全般における学びの支援

に関する施策としています。 

 

⑵ 計画の期間 

平成２６年度から平成３０年度までの５年間とします。 

 

⑶ 計画の構成 

この計画は、本市の教育の現状と課題を整理し（第１章）、その課題に対

応するため、基本理念を定めるとともに（第２章）、本市の教育が目指す基

本的な考え方を示した上（第３章）、今後５年間を通して実施する施策の目

標や方向などの基本的な方向を示し、その実現に必要な施策を定めていま

す（第４章）。 

また、施策ごとに、目標達成度を直接的又は間接的に測定するための成

果指標を明確に設定し（第４章）、成果を客観的に検証し、そこで明らかと

なった課題等をフィードバックし、施策に反映させる検証改善サイクル（Ｐ

ＤＣA サイクル）を実践することとしています（第５章）。 

なお、「成果指標」は、施策の受益者に対する成果（アウトカム）に係る

目標を設定しています。ただし、施策のアウトカムによる設定が困難であ

る場合に限り、施策の実施により直接的に発現する結果（アウトプット）

に係る目標を設定しています。 
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【計画の全体像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

人をつなぐ 未来へつなぐ 市川の教育 

４１の施策 

 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本理念 

基本的な考え方 基本的方向 

 

 

 

 

施策 

3 市川の教育の姿 

 

教育環境の整備を図り、質の高

い市川の教育を推進する 

1 子どもの姿 

 

自分や他人を大切にし、社会の

中でたくましく生きていくこと

のできる子どもを育てる 

 ５つの施策の方向 

2 家庭・学校・地域の姿 

 

自らの役割と責任を担いなが

ら、たがいに連携して教育の向上

に取り組む家庭・学校・地域を実

現する 

 ４つの施策の方向 

５つの施策の方向 

目標

目標

目標

１ 

人との関わりを大切に

して、個人の自立を促すと

ともに、社会の一員として

の自覚を養う教育を進め

ます 
 

２ 

体験を重視し、創造力と

実践力を育む教育を進め

ます 

３ 

４ 

学びや育ちの連続性と

社会の連携を強化し、個々

の成長を地域で支える教

育を進めます 

情報の公開を適切に行

い、教育に関わる評価を推

進して、自律した教育を進

めます 
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基　　　　本　　　　的　　　　方　　　　向

◎教育委員会機能の充実に向けた取り組み

1-1　自分を大切にし、他人を思いやる気持ちを養い、
　　　豊かな心を育む

1-2　基礎的・基本的な知識及び技能の習得を図り、
　　　活用する力を育成する

1-3　健康に関する意識を高め、健やかな体を育成する

1-4　社会的な問題に関する認識を深め、意欲と実践力を
　　　育む

◎人と関わる力を身に付ける活動の充実
◎命を大切にする教育の推進
◎道徳教育の充実
◎体験活動の充実
◎読書教育の推進

◎確かな学力を育成する取り組みの推進

◎望ましい生活習慣を身に付ける取り組みの推進
◎食育の推進
◎体力向上の取り組みの推進

◎環境学習の充実
◎情報教育の推進
◎キャリア教育の推進
◎防災教育の推進

1-5　日本や郷土市川の歴史や文化を学び、国際社会の中
      　で生きる力を育む

2-2　子どもと教職員とのつながりを大切にし、子ども一
　　　人ひとりの夢を育む学校の教育力の向上を目指す

2-1　家族の心のつながりを大切にし、心身の成長を育む
　　　家庭の教育力の充実を目指す

2-3　人とのつながりを大切にし、子どもの成長を支える
　　　地域の教育力の向上を目指す

2-4　家庭・学校・地域のつながりを大切にし、市川の教
　　　育力の向上を目指す

3-1　幼児期の教育を推進するための環境を整える

3-2　一人ひとりに応じた教育的支援を推進する

3-3　安全・安心で充実した教育環境を実現する

3-4　生涯を通して学び続けられる学習環境を実現する

3-5　責任ある教育行政を確立する

◎歴史や文化に関する教育の推進
◎外国語教育・国際理解教育の推進

◎教職員の指導力の向上
◎学校並びに園の連携の推進
◎学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の
　改善
◎教職員が子どもと向き合う時間の拡大
◎特色ある学校運営を支援する環境整備の充実

◎家庭教育の充実に向けた取り組みの推進
◎子育てに関する学習機会や相談機会の提供

◎地域を支える人材の育成と地域活動を支援する
　システムの充実

◎家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進
◎家庭・地域と連携した学校の活性化

◎生きる力の基礎を育む教育の推進
◎子育て支援の充実

◎特別支援教育の推進
◎子どもや保護者を支援する体制の充実
◎教育機会均等の確保

◎子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・
　地域の取り組みの推進
◎放課後の子どもの居場所づくりの推進
◎学校の危機管理体制の充実
◎いじめ、暴力行為などへの対応の強化
◎安全で質の高い教育環境の整備

◎生涯学習機会の充実
◎図書館機能を活用した学習活動の充実
◎博物館などの活用を通した学習活動の推進
◎公民館を活用した地域の学習拠点づくり
◎文化財の保護と活用

自分や他人を大切に
し、社会の中でたくま
しく生きていくことの
できる子どもを育てる

自らの役割と責任を担
いながら、たがいに連
携して教育の向上に取
り組む家庭・学校・地
域を実現する

教育環境の整備を図
り、質の高い市川の教
育を推進する

１
　
子
　
ど
　
も
　
の
　
姿

 
２
　
家
庭
・
学
校
・
地
域
の
姿

３
　
市
　
川
　
の
　
教
　
育
　
の
　
姿

目　　標 施　　策　　の　　方　　向
施　　策

【基本的方向と施策の体系】 
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第１章 本市の教育の現状と課題 
 

本市では、平成２１年３月策定の第１期計画に示された４７の教育施策と、

それに伴う２０２の事業（後期実施計画編）を通して、第１期計画の基本理念

である「人をつなぐ 未来へつなぐ 市川の教育」の具現化を図ってきました。 

「人をつなぐ教育」とは、家庭・学校・地域・行政が一体となって子どもを

育てていく教育であり、「教育の共有化」の旗印のもと、コミュニティサポー

トやコミュニティクラブなどの地域教育力の組織化を図る施策も定着し機能し

ています。 

一方、「未来へつなぐ教育」とは、学びと育ちの連続性を大事にして、個性

の伸長を図り、子どもの夢や思いを実現する教育であり、「教育の接続化」の

旗印のもと、中学校ブロック単位における指導の一貫化などの取り組みを通し

て、進級・進学時の滑らかな接続と適切な段差の設定を図り、長期的な視野に

立った教育、そして生涯学習の実現を目指しています。 

昨年実施した「平成２４年度の教育に関する事務の管理及び執行の状況につ

いての点検及び評価等」では、対象となる２０２の実施事業の内、１８７の事

業（９２．６％）がＡ評価（「計画どおり進められた」）となっており、また、

施策の効果を測る指標の評価においても、計画が開始された平成２１年度（一

部平成２３年度）と比較して、１０６項目中７７項目（７２．６％）で結果の

向上が見られます。 

こうしたことからも、第１期計画の基本理念及び基本的方向については、正

しい方向を示しており、一定の評価をすることができるものであると考えてい

ます。 

しかしながら、「児童生徒の自己肯定感」「教職員の多忙感解消」「地域ぐ

るみでの道徳教育の推進」「早寝・早起きなどの正しい生活リズム」「体力・

運動能力の向上」「ＰＴＡ活動の活性化」「不登校・いじめの解消率」「教育

委員会の施策・活動の認知度」「生涯学習機会の認知度」といった項目につい
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ては評価が伸び悩んでおり、第１期計画のねらいの達成はいまだ途上にあると

考えられます。 

一方、第１期計画期間中における市川市や社会の変化・出来事等により、以

下のような新たな教育課題も浮上しています。 

○ 東日本大震災の教訓を生かした防災教育、「人の絆」の大切さについて

の教育。 

○ 完全実施された新学習指導要領の趣旨の実現に向けた教育活動の充実。 

○ コンピューターシステムの全面更新に伴う、学校教育のＩＣＴ活用の推

進。 

○ いじめ問題の増加・深刻化に伴う、「豊かな心」を育てる教育の充実。 

○ いじめや体罰による自殺問題への不適切な対応に起因する、学校、教育

委員会等への不信感の解消。組織改革。 

○ 子ども・子育て支援新制度の導入に伴う、幼児教育システムの再構築。 

 

以上の点から、第２期計画の策定及び実施にあたっては、第１期計画におけ

る基本理念及び基本的方向を継続した上で、様々な検証結果により明らかにな

った、いまだ達成が不十分な項目や、新たに浮上してきた教育課題等をふまえ、

施策の見直し・改善を図ることとしました。 
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第２章 基本理念 
 

市川市では 

「人をつなぐ 未来へつなぐ 市川の教育」 

を基本理念として教育の振興を図ります。 

 

人は、多くの人と関わりながら生活をしています。また、自然との共存や、

文化的な利益の享受は、人として生きていくために欠かせないものとなって

います。 

このようなさまざまな関わりを通して、自らの思考や感情、興味や関心を

育み、心を豊かなものとしています。 

その中で教育は、人と自然、人と社会との成り立ちを教え、自らの生き方

について考え、実践する力を養う重要な役割を担っています。 

そして、未来の可能性を信じ、今の努力を大切にして、夢の実現につなげ

る先見的な教育と、生涯を通して学び続けることのできる環境の実現は、人

間形成において普遍的なものです。 

これらのことから市川市では、人をつなぐ教育、未来へつなぐ教育を基本

理念とするとともに、本市の基本構想である「ともに築く自然とやさしさが

あふれる文化のまちいちかわ」の具現化を教育から推し進め、教育の振興を

図ります。 
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第３章 基本的な 4 つの考え方 
 

基本理念をふまえて、今後 5 年間を通して実施するさまざまな施策の実

現にあたっては、次の 4 つの考え方を重視します。 

 

1 人との関わりを大切にして、個人の自立を促すとともに、   

社会の一員としての自覚を養う教育を進めます 

 

人は多くの人と出会う中で、相手の意見を聞き、自らの考えを深めるとと

もに、他人を思いやり敬う気持ちを培います。 

また、時には競うことによって自らの力を高め、その一方で他を認めるこ

とを学びます。 

このように人は、質の高い関わりをもつ中で自立を図り、社会を支える一

員へと成長します。そして健全な社会は、一人ひとりがたがいに認め合い、

尊重し合う中で構築されます。 

このことから教育においては、人との関わりを基本とし、自らの責任と役

割についての自覚を促すとともに、規範意識を養い、ともに行動し協力する

姿勢を育むことに重点をおきます。 

これまでも市川市では、読書などを通して豊かな人間性を育む取り組みを

行ってきました。さらに、家庭・学校・地域の中でのさまざまな関わりを大

切にした施策を進め、個人の自立を促すとともに、社会の一員としての自覚

を養う教育を進めます。 
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2 体験を重視し、創造力と実践力を育む教育を進めます 

 

 

人の成長は、学んだことを自分の考えや行動に活かすことにより遂げられ

るものであり、ここに学びの重要性があります。また、確かな知識や技能を

習得し、自ら考え自ら行動する積極的な学びの態度を身に付けることは、斬

新な発想や知恵の創造の基となるものであり、このことが社会を豊かにして

きているともいえます。 

本来、学びの成果は地道な努力の積み重ねにより得られるものであります。

すなわち、多くの体験や経験を通して物事の本質をとらえるとともに、自ら

検証を繰り返すことで、はじめて学んだことが活きてくるといえます。 

このことから教育においては、実際に見て知り、手にとって感じ、動いて

実感するなどといった体験を通して論理を確かめ、自らの考えや行動をいっ

そう確かなものとすることに重点をおきます。 

これまでも市川市では、学校や図書館、博物館などで豊かな体験ができる

ように取り組んできました。これからも、発達段階や個々の実態に応じたさ

まざまな体験を重視した施策を進め、創造力と実践力を育む教育を進めます。 
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3 学びや育ちの連続性と社会の連携を強化し、個々の成長を  

地域で支える教育を進めます 

 

生涯学習社会の到来は、平均寿命の延びと相まって、個人の自己実現への

意欲が高まってきていることが背景にあります。 

このことから、学校教育を終えた後まで、自らの必要に応じてさまざまな

形で学習活動を続ける人が多くなってきており、人は一生を通して学び続け、

成長するといっても過言ではありません。 

このような時代にあって、個人のもつ能力を伸ばすためには、学習の基礎

の力を身に付けるとき、応用力を培うとき、さらには学習の成果を社会に活

かすときなど、その人のライフステージに応じた教育を展開することが望ま

れます。 

また、一人ひとりの成長を確かなものとするには、実践的な教育を進める

ことが大切ですが、多くの人がともに手を携え、多くの手で支え合うことに

よって、その効果はいっそう高まります。 

このため教育においては、それぞれのライフステージにおける学びの成果

が、次のステップに活きる実践的な教育を、家庭・学校・地域が自分の役割

と責任を担いながら一体となって進めることに重点をおきます。 

これまでも市川市では、家庭・学校・地域が一体となって子どもの健全な

育成について話し合う場をもつなど、地域全体で教育に関わる取り組みを

行ってきました。さらに、いっそうの連携の強化を図り、個々の成長を地域

全体で支える教育を進めます。 
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4 情報の公開を適切に行い、教育に関わる評価を推進して、   

自律した教育を進めます 

 

国際化や高度情報化の進展などにより、人々の価値観が多様化しており、

この価値観の多様化に対応することが今日的な課題ともなっています。 

教育の分野においても、公正性・透明性を確保する上で、情報公開や説明

責任を果たすことが求められており、教育基本法をはじめとする教育関係法

令の改正において、教育委員会の責任体制の明確化や体制の充実、さらには

教育の点検・評価などが新たに規定されました。 

もとより教育には変えてはならないものと、変えていかなければならない

ものがあります。このため、法改正の趣旨をふまえつつ、「不易」と「流行」

を見誤らず、教育に関わる取り組みが時代や地域の要請にあっているのかど

うかを常に見極め、主体的に取り組みの改善と充実を図ることが大切です。 

これらのことから教育においては、目標を明確にし、自己点検及び評価を

通してその成果を検証するとともに、その結果を取り組みの改善と充実に反

映させることに重点をおきます。また、情報の公開を適切に行い、学校や行

政が市民への説明責任を果たすとともに、家庭・学校・地域で情報の共有化

を図り、教育への信頼を高めることに努めます。 

これまでも市川市では、学校評価の取り組みを始めとして、教育委員会が

進める事業の評価を年度ごとに行い、教育施策の改善と充実に努めてきまし

た。さらに、教育に関わる評価の推進に努めるとともに、多くの人の教育へ

の参加を求め、自律した教育を進めます。 
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第４章 基本的方向と施策 

 

基本理念と基本的な考え方をふまえて、今後 5 年間を通して市川市が取

り組む施策の基本的方向を、次の 3 つの「姿」に整理しました。 

 

 

 

基本的方向１ 子どもの姿・・・・・・・・・・Ｐ１４～３０ 

 

 

基本的方向２ 家庭・学校・地域の姿・・Ｐ３１～４２ 

 

 

基本的方向３ 市川の教育の姿・・・・・・Ｐ４３～５９ 

 

 

3 つの基本的方向において、それぞれ、目標と施策の方向を示した上、具

体的な施策を示すとともに、目標達成度を直接的又は間接的に測定するため

の成果指標を示しました。 

多くの分野にまたがる施策は、重点を置くべき施策の方向に位置づけまし

た。 
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基本的方向 1 子どもの姿 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

未来へ向かって成長し、未来を担う子どもたちに、これからの社会をより

よく生きていく力を育むことは、とても重要なことです。 

将来の予測が明確にならない現在の社会にあっては、自らの生涯を切り拓

く力強さと、他人と協同してよりよい社会を築こうとする頼もしさが必要で

す。このため、強い意志をもって主体的に考え行動する力と、他と協調しつ

つともに社会を支える力を育み、社会の中でたくましく生きていくことので

きる子どもを育てます。 

 

 

 

自分や他人を大切にし、社会の中でたくましく

生きていくことのできる子どもを育てる 

目 標 
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◇施策の方向 1-1 自分を大切にし、他人を思いやる気持ちを養い、  

豊かな心を育む 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人と人とが支え合う社会の中で、自分の能力を見つけ活かしつつ、周囲

と協調しながらともに生きていくためには、自分を大切にする気持ちとと

もに、他人を思いやる気持ちが必要です。近年、子どもを取り巻く環境の

変化などから、規範意識や人間関係を形成する力の低下、さらには命を軽

んじる風潮などが子どもたちの中に見られるようになりました。 

市川市では、人と関わる活動をはじめ、命を大切にする教育の推進や道

徳教育を充実させることにより、社会で生きていく上で大切な豊かな心を

もつ子どもの育成を目指します。また、これまでも豊かな心を育成するた

めに取り組んできた読書教育のいっそうの充実を図ります。 

 

1-1 自分を大切にし、他人を思いやる気持ちを養い、豊かな心を育む 

◎ 人と関わる力を身に付ける活動の充実 

◎ 命を大切にする教育の推進 

◎ 道徳教育の充実 

◎ 体験活動の充実 

◎ 読書教育の推進 
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◆施策の内容◆ 

１－１－１ 人と関わる力を身に付ける活動の充実 

人と関わる力を身に付け、望ましい人間関係をつくるために、学校生活や

地域活動などを通して、自分の思いを相手に伝えたり、相手の話をよく聞い

たりして、たがいの価値観を認め合う力を育成します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

進んで挨拶をする児童生徒の割合   

人の話や考えをよく聞くことので

きる児童生徒の割合 

  

自分の考えや思いを伝えることの

できる児童生徒の割合 

  

 

 

 

 

１－１－２ 命を大切にする教育の推進 

自分の命はもちろん、他人の命も大切にする意識を育みます。また、自分

の良いところをたくさん見つけ、それを伸ばしていくことで、自分はかけが

えのない存在と認めることのできる教育を進めます。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

「自分には良いところがある」と

回答する児童生徒の割合 

  

友だちや動植物を大切にする気持

ちをもっている児童生徒の割合 
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１－１－３ 道徳教育の充実 

道徳的な心情、判断力、実践意欲と態度などの道徳性を養うため、「道徳

の時間」を中心に、学校の教育活動全体を通じた道徳教育の質の向上を図り

ます。また、人権意識を高め、いじめを許さない心を育成します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

家庭・地域と協力して道徳教育を

進めた学校の割合 

  

学校におけるいじめの認知件数   

 

 

 

 

１－１－４ 体験活動の充実 

学校や地域社会において、異年齢の子どもたちとの交流、ボランティア、

福祉体験活動、集団宿泊活動、自然体験活動、文化芸術体験活動など体験活

動の充実を図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

少年自然の家宿泊人数・利用日数   

地域が主体となって提供した体験

活動の満足度（コミュニティクラ

ブでの体験活動の満足度） 
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１－１－５ 読書教育の推進 

豊かな心を育むために、読書コミュニティをはじめとする、多様な読書活

動や学習活動での図書の活用など、幼児期からの読書教育を推進します。ま

た、図書館の役割が重要であることから、図書館資料の整備、学校図書館相

互や公共図書館とのネットワークの積極的な活用など、図書館機能の充実を

図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

「読書が好き」と回答する児童生

徒の割合 

  

学習活動などで、学校図書館を利

用した授業時間数 
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◇施策の方向 1-2 基礎的・基本的な知識及び技能の習得を図り、活用 

する力を育成する 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会において自立的に生きるためには、基礎的・基本的な知識及び技能

を習得し、それらを活用する力を身に付けることが大切です。 

市川市では、一人ひとりの実態に応じたきめ細かな学習を推進すること

により、基礎的・基本的な知識及び技能の習得を図ります。また、身に付

けた知識や技能を学習や生活に活用していく力を高めるために、課題を解

決する学習や体験的な学習などを充実させていきます。 

 

 

1-2 基礎的・基本的な知識及び技能の習得を図り、活用する力を育成する 

◎ 確かな学力を育成する取り組みの推進 
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◆施策の内容◆ 

１－２－１ 確かな学力を育成する取り組みの推進 

基礎的・基本的な内容を確実に習得し、個に応じた学びを充実させるため

に、指導方法の改善並びに学習環境の整備に取り組みます。また、身に付け

た知識や技能を学習や生活に活用していく力を高めるために、問題解決型の

学習をさらに充実させていきます。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

学習意欲の高い児童生徒の割合

（「学校の勉強が楽しい」と回答す

る児童生徒の割合） 

  

問題解決的な学習を重視して、年

間を通して、言語活動や体験活動

を意欲的に授業に取り入れている

学校・教職員の割合 

  

児童生徒の実態に応じ、生徒指導

の機能を生かした授業づくりに取

り組んでいる学校・教職員の割合 
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◇施策の方向 1-3 健康に関する意識を高め、健やかな体を育成する 

 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康意識の高まりにより、子どもから大人まで、健康の維持・増進に向

けた取り組みが活発になっています。人が充実した生涯を過ごすためには、

子どもの頃から望ましい生活習慣を身に付け、健康な体をつくることが大

切です。 

市川市では、食を含めた望ましい生活習慣を身に付けるために、健康に

関する正しい知識や情報に基づいて、自らの健康について判断できる能力

を育てます。また、運動やスポーツに親しむ機会を充実することにより、

生涯にわたり健康な生活が続けられる健やかな体を育成します。 

 

 

1-3 健康に関する意識を高め、健やかな体を育成する 

◎ 望ましい生活習慣を身に付ける取り組みの推進 

◎ 食育の推進 

◎ 体力向上の取り組みの推進 
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◆施策の内容◆ 

１－３－１ 望ましい生活習慣を身に付ける取り組みの推進 

健全な生活習慣を身に付けるために、検診や調査に基づき、一人ひとりの

実態に応じた指導・支援を行います。また、家庭・学校が一体となって、「早

寝・早起き・朝ごはん」などの生活習慣を身に付ける取り組みを推進します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

「早寝・早起き・朝ごはん」を自

ら実践している児童生徒の割合 

  

小児生活習慣病予防検診の児童生

徒の有所見率 

  

 

 

１－３－２ 食育の推進 

栽培活動や調理実習などの体験的な活動を通して、食と健康に関する興味

関心を高めます。また、食品の安全性などの知識を習得し、食に関する自己

管理能力の育成を推進します。さらに、給食の時間をはじめ、授業や委員会

活動などに栄養教諭や栄養職員が積極的にかかわり、「食」に関する指導の

全体計画のもと学校教育活動全体で取り組むとともに、家庭と連携して望ま

しい食習慣を身に付ける取り組みを進めます。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

「給食を楽しんで食べている」と

回答する児童生徒の割合 

  

「主食、主菜、副菜がそろった食

事をしている」と回答する児童生

徒の割合 
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１－３－３ 体力向上の取り組みの推進 

子どもの体力向上を図るため、運動量が十分確保された体育の授業を実施

し、休み時間には外遊びができる環境づくりに取り組みます。また、運動部

活動の充実を図るとともに、地域のスポーツ指導者などと連携し、子どもが

積極的に運動やスポーツに親しむ環境づくりを推進します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

運動が好きな子どもの割合   

小学生の新体力テストの得点平均   

中学生の新体力テストの得点平均   
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◇施策の方向 1-4 社会的な問題に関する認識を深め、意欲と実践力を

育む 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災後、社会の変化に伴い、解決しなければならない社会問題

が新たに生じてきており、子どもにも大きな影響を及ぼしています。この

ため、社会問題を身近なものとしてとらえ、自分で考え、判断し、解決に

向けて実践する力を身に付けることが、社会の中でたくましく生きていく

ためには必要となってきました。 

市川市では、環境の悪化、情報モラルの低下、勤労観や職業観の変化な

どの社会問題に対応する教育に力を入れることにより、自らの生活や将来

を考える力を高め、意欲と実践力をもった子どもの育成を目指します。 

 

 

※キャリア教育…子ども一人ひとりの勤労観、職業観を育てる教育 

 

1-4 社会的な問題に関する認識を深め、意欲と実践力を育む 

◎ 環境学習の充実 

◎ 情報教育の推進 

◎ キャリア教育※の推進 

◎ 防災教育の推進 
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◆施策の内容◆ 

１－４－１ 環境学習の充実 

環境についての理解を深め、自らの生活の中で環境を大切にする姿勢が身

に付くよう、体験的な環境学習の充実を図ります。また、発達段階に応じて

放射能に関する正しい理解を促進するために必要な取り組みを推進します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

環境に関する実践を積極的に行っ

ている児童生徒の割合（「ごみの分

別やリサイクル、節電など、環境

のことを考えた行動をしている」

と回答する児童生徒の割合） 

  

地域の自然環境を学習する機会を

増やす。（回数、人数、充足度） 
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１－４－２ 情報教育の推進 

多様な情報手段の特性を理解し、情報を適切に活用できる能力を育成する

ために、発達段階に応じた情報教育を推進します。また、情報発信に伴う責

任や情報を判断する力を子どもに身に付けさせるため、情報モラルに関する

教育を推進します。さらに、学習においては、子どもが意欲的に取り組める

ようＩＣＴ機器を積極的に活用し、学習効果を高めます。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

「パソコン、書画カメラ、プロジェ

クターなどを使うと授業や学習に

やる気がでる」と回答する児童生

徒の割合 

  

「パソコンや携帯電話などの安全

な使い方がわかり、自分を守り、

他人に迷惑を掛けないように気を

付けている」と回答する児童生徒

の割合 

  

 

 

１－４－３ キャリア教育の推進 

子ども一人ひとりが、社会的・職業的に自立するために必要な基盤となる

能力や態度を教育活動全体を通じて育成します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

自分の将来像（なりたいもの等）

のイメージがある児童生徒の割合 
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１－４－４ 防災教育の推進 

東日本大震災の教訓を生かし、防災意識の高揚を図ります。また、災害時

における避難行動等について、適切な判断力、対応力を育成します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

災害発生時に、子どもが自らの命

を守るための正しい行動をとるこ

とができる児童生徒の割合 

  

自分の身の回りにどのような危険

が潜んでいるか理解している児童

生徒の割合 
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◇施策の方向 1-5 日本や郷土市川の歴史や文化を学び、国際社会の中

で生きる力を育む 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際化の進展に対応するためには、外国語を学び、言語能力を高めるこ

とはもちろんのこと、外国の歴史・文化・生活習慣などを理解することが

大切です。そして何より、日本や郷土市川の歴史・文化などの幅広い見識

を身に付けることにより、国籍や言語の違いを超えて、人と人とがたがい

に深く理解し合い、協調していく力を育むことが大切です。 

市川市では、日本や郷土市川に古くから根付いて伝えられている伝統・

文化を学ぶ機会の充実を図るとともに、外国の歴史・文化の学習を大切に

します。また、日本語の教育の充実と、外国語能力の向上を図ります。さ

らに、自分自身の意見をしっかりともてる能力や態度を育てることにより、

国際社会の中で生きる力を育みます。 

 

 

1-5 日本や郷土市川の歴史や文化を学び、国際社会の中で生きる力を育む 

◎ 歴史や文化に関する教育の推進 

◎ 外国語教育・国際理解教育の推進 
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◆施策の内容◆ 

１－５－１ 歴史や文化に関する教育の推進 

郷土を愛する心と豊かな情緒を培うために、学校、博物館、地域団体など

と連携して、日本や郷土市川の歴史や文化・自然環境を深く理解する機会を

充実します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

「市川市の歴史や文化に関心を

持っている」と回答する児童生徒

の割合 

  

教職員対象の研修会の参加人数   

学校が、博物館の出前授業・体験

活動を利用した回数 
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１－５－２ 外国語教育・国際理解教育の推進 

外国語への興味・関心を高め、外国語を活用したコミュニケーション能力

の育成のために、小学校では英語活動などを推進し、中学校では英語の能力

の向上を目指します。また、小学校・中学校で連続した指導が行われるよう、

連携を強化し、指導内容の充実と体系化を図ります。さらに、異なる文化を

もつ人々と理解し合い、協調していく力を育成するために、外国の歴史・文

化・生活習慣を学ぶ機会を充実します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

外国語に興味・関心がある児童の

割合（「外国語活動の授業が楽し

い」と回答する児童＜小学校５・

６年生＞の割合） 

  

英語に興味・関心のある生徒の割

合（「英語の授業が楽しい」と回答

する生徒＜中学校１・２年生＞の

割合） 

  

英検（実用英語技能検定）３級な

いしは英検３級と同等の力を有す

る生徒の割合 
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基本的方向 2 家庭・学校・地域の姿 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育は家庭・学校・地域の相互の取り組みによって担われるものであり、

子どもは社会全体で育まれます。 

市川市の進める教育を確かなものにするとともに、社会の中でたくましく

生きていく子どもを育てるためには、より多くの人の教育への参画が必要で

す。このため、家庭や学校、地域が自らの役割と責任を果たし、十分に連携・

協力をして、幅広い教育機能の活性化を図ります。 

 

 

 

 

自らの役割と責任を担いながら、たがいに連携

して教育の向上に取り組む家庭・学校・地域を 

実現する 

目 標 
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◇施策の方向 2-1 家族の心のつながりを大切にし、心身の成長を育む

家庭の教育力の充実を目指す 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年、核家族化が進み、地域社会と家庭とのつながりが薄れてきたこと

や、個人意識の高まりなどにより、規範意識が乏しく、集団活動になじめ

ない子どもが増加する傾向が見られます。このことから、子どもの健やか

な成長には、幼児期からの家庭教育が非常に重要であり、家庭の教育力を

高めることに積極的に取り組む必要があります。 

市川市では、子どもの成長に合わせた生活習慣などについての家庭の意

識を高めるため、子育てに関する学習・相談機会の提供や啓発活動に取り

組み、子どもの心身の成長を育む家庭の教育力の充実を目指します。 

 

 

 

 

2-1 家族の心のつながりを大切にし、心身の成長を育む家庭の教育力の

充実を目指す 

◎ 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進 

◎ 子育てに関する学習機会や相談機会の提供 
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◆施策の内容◆ 

２－１－１ 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進 

学校、ＰＴＡなどと家庭との連携を強化し、基本的な生活習慣、豊かな情

操、他人に対する思いやりや善悪の判断などを家庭で身に付ける重要性の啓

発に取り組みます。また、家庭学習の習慣化を図るため、学校と連携した取

り組みを進めます。さらに、家族の関わりを深めるための取り組みを支援し

ます。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

家庭教育学級の推進と参加者の確

保 

  

 

 

２－１－２ 子育てに関する学習機会や相談機会の提供 

子育てに関する学習機会の充実と改善を図ります。また、保護者同士が相

談や協力し合う環境を整え、子育てなどに悩みを抱えている保護者への支援

を充実します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

家庭教育学級への指導員派遣状況   
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◇施策の方向 2-2 子どもと教職員とのつながりを大切にし、子ども一

人ひとりの夢を育む学校の教育力の向上を目指す 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども一人ひとりの夢を育むためには、教職員が自己研さんに励み、指

導力の向上に努めるとともに、教職員の力を結集し、学校全体の力を高め

ることが大切です。 

市川市では、教科などの専門性を高めるための研究や研修の充実を図る

ほか、世代交代を想定して次代を担う教職員の育成に取り組みます。また、

各学校の特色ある園・学校づくりを支援するとともに、子どもの学びや発

達の連続性を強化するために、学校間の連携を推進します。さらに、学校

評価の適切な運用や学校事務の効率化などを図り、学校運営の改善に努め、

学校の教育力の向上を目指します。 

 

2-2 子どもと教職員とのつながりを大切にし、子ども一人ひとりの夢を

育む学校の教育力の向上を目指す 

◎ 教職員の指導力の向上 

◎ 学校並びに園の連携の推進 

◎ 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善

◎ 特色ある学校運営を支援する環境整備の充実 

◎ 教職員が子どもと向き合う時間の拡大 
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◆施策の内容◆ 

２－２－１ 教職員の指導力の向上 

確かな学力や豊かな心、健やかな体を持つ子どもを育てることができるよ

うに、増加する若年層教員の指導力向上やミドルリーダーの育成に関する研

修を重点的に実施し、教職員全体の資質・力量の向上を図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

教職員の満足度（「市教育委員会が

行う研修の内容や時期、場所など

がニーズに応えたものである」と

回答する教職員の割合） 

  

「授業がわかる」と回答する児童

生徒の割合 

  

 

２－２－２ 学校並びに園の連携の推進 

子どもの学びや育ちの連続性を強化するために、幼稚園、保育園、小学校、

中学校、高等学校、特別支援学校など、地域での学校間の連携を推進します。

また、教職員や子どもの相互交流、授業公開などにより、指導の方法や子ど

もに関わるさまざまな情報の共有化を図るとともに、人事交流を推進します。

さらに、塩浜小・中学校を小中一貫校とし、その成果を学校間の小中連携に

活かします。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

幼小中特別支援学校連携として行

なわれた授業や学校行事の実施数 

  

幼稚園・保育園・小学校での交流

の機会の事例数 
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２－２－３ 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善 

学校が主体的に運営を改善し、子ども、家庭、地域からの信頼を高めるた

めに、学校の自己評価や保護者・地域住民などによる外部からの評価を行う

とともに、その結果の適切な活用と公表を推進します。また、教育委員会は

評価結果を基に学校へのきめ細かな支援を行います。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

学校評価の改善状況（学校関係者

評価の結果を公表した学校の割

合） 

  

学校評価の活用状況（評価システ

ムにより保護者・地域の意見が学

校運営に反映されていると回答す

る保護者の割合） 

  

 

 

２－２－４ 教職員が子どもと向き合う時間の拡大 

校務支援システムなど事務の情報化により事務処理を効率化し、教職員が

学習、相談、遊びなど、学校生活全体にわたって子どもとじっくり向き合う

時間を拡大します。また、教職員の心理的負担の軽減を図るために、学校に

寄せられるさまざまな要望への対応を進めます。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

「子どもとじっくり向き合うこと

ができている」と回答する教職員

の割合 
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２－２－５ 特色ある学校運営を支援する環境整備の充実 

特色ある学校づくりを実現するために、各学校の主体的な取り組みを支援

するとともに、特色ある教育活動の先進事例を提供します。さらに、学力向

上推進校、センター校などの先進的な取り組みを充実します。 

 
※センター校…指導方法の実践研究や教材・教具の開発を行うなど、教科等の研究や教員の指導力向上を図ることを 

目的として、教育委員会が指定した幼稚園・小学校・中学校 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

学校教育３カ年計画の各学校の評

価（「子どもが通っている学校は、

特色ある取り組みや教育を進めて

いると思う」と回答する保護者の

割合） 
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◇施策の方向 2-3 人とのつながりを大切にし、子どもの成長を支える

地域の教育力の向上を目指す 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの成長には、世代を超えた多くの人たちとのふれあいが大切です。

しかし、近年、地域での人とのつながりの希薄化や指導的な役割を担える

人材が減少していることから、地域の教育力の向上が重要となっています。 

市川市では、家庭、学校とともに地域社会は子どもの成長に欠かせない

場として、地域の指導者の協力を得て、さまざまな地域活動を行ってきま

した。今後も、さらに充実するために、地域住民、企業、ＮＰＯ、ボラン

ティア団体などが連携して、より多くの人が地域活動に関わる仕組みづく

りを推進し、子どもの成長を支える地域の教育力の向上を目指します。 

 

 

 

 

2-3 人とのつながりを大切にし、子どもの成長を支える地域の教育力の

向上を目指す 

◎ 地域を支える人材の育成と地域活動を支援す 

るシステムの充実 
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◆施策の内容◆ 

２－３－１ 地域を支える人材の育成と地域活動を支援するシス 

テムの充実 

地域活動をいっそう推進するために、ボランティアや指導者の発掘と育成

に取り組みます。また、地域住民が地域活動に参加しやすいシステムを充実

します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

青少年指導者育成事業に参加した

方の満足度 

  

地域活動に参加するきっかけづく

りが進んでいる状況（「地域活動に

参加するきっかけづくりが進ん

だ」と回答するコミュニティサ

ポート委員の割合） 
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◇施策の方向 2-4 家庭・学校・地域のつながりを大切にし、市川の  

教育力の向上を目指す 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭・学校・地域のつながりを大切にし、相互に連携・協力して一体感

のある教育を展開することにより、社会全体で子どもを育む環境が整いま

す。 

市川市では、地域の教育力を学校の教育力向上に活かす取り組みや、家

庭・学校・地域が連携して子どもの健全育成を推進する取り組みをさらに

進めていきます。また、情報の共有化を進めることにより、家庭・学校・

地域のつながりを強め、市川の教育力の向上を目指します。 

 

 

 

2-4 家庭・学校・地域のつながりを大切にし、市川の教育力の向上を目指す

◎ 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 

◎ 家庭・地域と連携した学校の活性化 
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◆施策の内容◆ 

２－４－１ 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 

地域のコミュニティづくりのために、より多くの人が集う場づくりを進め

ます。また、家庭・学校・地域のさまざまな活動を支援するコーディネーター

の育成に取り組みます。さらに、企業やＮＰＯを含むさまざまな関係機関と

の連携・協力体制を構築し、たがいの知識や人材を活用して、家庭・学校・

地域への支援を行います。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

学校支援コーディネーターの配置

及び活動状況 

  

学校支援コーディネーター養成講

座及び連絡調整会議等の実施状況 
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２－４－２ 家庭・地域と連携した学校の活性化 

学校だよりやホームページ、学校公開、公開研究会などによる積極的な情

報の発信を通して、保護者や地域住民の学校への関心を高め、学校の教育活

動や環境整備などに、より多くの人が関わることができる機会を充実します。

さらに、家庭・学校・地域に関わりが深く身近な組織であるＰＴＡ活動の充

実と改善並びに学校評議員制度の活用を通して、学校の活性化を図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

ＰＴＡ活動の活性化（学校評価の

中で、「積極的にＰＴＡ活動や家庭

教育学級に参加している」と回答

する保護者の割合） 

  

学校支援コーディネーターによる

学校へのボランティア派遣状況 
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基本的方向 3 市川の教育の姿 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育の質を高めるための条件整備は、教育の振興にとって不可欠なもので

す。社会全体の教育機能の活性化を図り、市川の教育の質を向上させていく

には、充実した教育環境を整えていくことが必要です。 

このため、家庭や学校、地域における教育環境の整備・充実を図り、それ

ぞれの実情に合わせた最適な状態の中で、計画的・総合的に教育を進めてい

きます。 

 

 

教育環境の整備を図り、質の高い市川の教育を

推進する 

目 標 
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◇施策の方向 3-1 幼児期の教育を推進するための環境を整える 

 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児期は、人間形成の基礎が培われる重要な時期であるため、遊びや生

活を充実させ、調和のとれた心や体を育成することが大切です。近年、核

家族化などの進展により、家庭の教育力の低下が指摘されるなど、子ども

の成長を取り巻く環境は大きく変わってきており、社会全体として子育て

を行う家庭を支援していく必要があります。 

市川市では、心豊かな子どもを育てることができるような教育環境を整

えます。 

 

 

3-1 幼児期の教育を推進するための環境を整える 

◎ 生きる力の基礎を育む教育の推進 

◎ 子育て支援の充実 
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◆施策の内容◆ 

３－１－１ 生きる力の基礎を育む教育の推進 

集団生活や遊びを通して、健康な心と体、社会性を身に付けるために、自

然体験や芸術に触れる機会などにより、情緒豊かな心を育みます。また、友

だちとの関わりなどから、人と関わる力を身に付け、身近な出来事に興味・

関心をもつことにより、意欲や探究心を高めていきます。さらに、子ども一

人ひとりの個性を大切にしつつ、集団生活の中での自己抑制力、道徳性の芽

生えを培い、生きる力の基礎を育む教育を推進します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

子ども一人ひとりに応じた丁寧な

援助や指導を行っている（幼稚園

評価の保護者アンケート） 

  

食事のマナー、着替え、うがい、

手洗い等基本的生活習慣が身につ

いている（幼稚園評価の保護者ア

ンケート） 
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３－１－２ 子育て支援の充実 

幼稚園・保育園などのもつ専門性を活かして、子育てに不安を抱える保護

者に対する相談や指導体制を充実します。また、施設の開放や子育て家庭の

ふれあいの場づくりなどを進め、地域に開かれた幼稚園・保育園として、子

育て支援活動の充実を図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

子育て相談窓口の状況（認知度）   

幼稚園開放・未就園児保育の状況

（幼稚園開放の日数・未就園児保

育の人数＜公立幼稚園の１月当た

りの日数及び人数＞） 
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◇施策の方向 3-2 一人ひとりに応じた教育的支援を推進する 

 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの障害の重複や多様さに応じて、一人ひとりに応じた適切な教育

の実施が求められています。また、不登校をはじめ、さまざまな悩みを抱

える子どもへの支援など、教育に関わるニーズが多様化しています。その

ため、支援が必要な子どもの成長を促す個に応じた支援体制の整備が必要

です。 

市川市では、特別支援学校や特別支援学級の教育環境・教育活動の質を

いっそう高めるとともに、発達障害のある子どもへの指導・支援の充実を

図ります。また、不登校などの悩みを抱える子どもへの指導・支援など、

一人ひとりの子どもや保護者に応じた教育的支援を推進します。 

 

3-2 一人ひとりに応じた教育的支援を推進する 

◎ 特別支援教育の推進 

◎ 子どもや保護者を支援する体制の充実 

◎ 教育機会均等の確保 
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◆施策の内容◆ 

３－２－１ 特別支援教育の推進 

市川市特別支援教育推進計画に基づき、市川スマイルプラン（個別の教育

支援計画）の作成の推進など、具体的な取り組みを推進します。また、保護

者と相談しながら適切な就学を行うとともに、学習環境の整備を進めます。

さらに、研修の充実などによる教職員の専門性の向上を図り、特別支援教育

の視点を生かして、発達障害のある子どもを含めたすべての児童生徒への適

切な指導・支援の充実を図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

通常の学級における市川スマイル

プラン作成数 

  

 

 

３－２－２ 子どもや保護者を支援する体制の充実 

不登校や発達障害などの子どもやその保護者が、安心して相談できるよう

に相談員や教職員の研修を進め、教育相談体制の充実を図ります。また、日

本語指導を必要とする子どもを支援する体制を整えます。さらに、学校や医

療機関をはじめとする関係機関との連携を推進し、個に応じたきめ細やかな

支援を行います。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

不登校児童生徒の出現率   

「学校は相談しやすい体制になっ

ている」と回答する保護者の割合 
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３－２－３ 教育機会均等の確保 

教育機会の均等を確保するため、就学援助や奨学金などを支給して、経済

的に就学困難な子どもに関わる就学を援助します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

就学援助などの制度に関する認知

状況 
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◇施策の方向 3-3 安全・安心で充実した教育環境を実現する 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもが、学校の登下校中を含め、事件・事故にあう被害が起きていま

す。このことから、学校の教育環境の安全性を高めるとともに、地域全体

で子どもの安全を確保することが重要です。また、子どもが安心して学校

生活を過ごすためには、いじめの根絶が不可欠ですが、陰湿ないじめによ

り、発見が遅れる傾向も見られます。 

市川市では、安全で質の高い教育環境の整備や子どもが安心して遊べる

環境づくりを推進します。また、いじめの防止及び早期発見に向けて、家

庭・学校・地域が一体となって取り組み、安全・安心で充実した教育環境

を実現します。 

 

3-3 安全・安心で充実した教育環境を実現する 

◎ 子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・

地域の取り組みの推進 

◎ 放課後の子どもの居場所づくりの推進 

◎ 学校の危機管理体制の充実 

◎ いじめ、暴力行為などへの対応の強化 

◎ 安全で質の高い教育環境の整備 
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◆施策の内容◆ 

３－３－１ 子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・地域の 

取り組みの推進 

家庭・学校・地域の協力体制のもと、通学路の交通安全を確保したり、登

下校時のパトロールを強化したり、不審者に関する情報を迅速に共有する体

制を整えたりすることで、子どもの安全確保の取り組みを実施します。また、

子どもの発達段階に応じた生活安全・交通安全・災害安全教育を関係機関と

連携して実施します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

家庭や地域と協力して交通安全の

対策に取り組んでいる学校の割合 

  

家庭や地域と協力して不審者への

対策に取り組んでいる学校の割合 

  

 

 

３－３－２ 放課後の子どもの居場所づくりの推進 

子どもが安心して遊ぶことができるように、地域と連携して子どもの活動

拠点を設け、健全な育成を図ります。共働き家庭などの子どもに対しては、

放課後や夏休みなどの長期休業中の居場所づくりの充実を図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

放課後保育クラブの入所希望児童

数に対する入所児童数の割合 
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３－３－３ 学校の危機管理体制の充実 

子どもが安心して学校生活を過ごすことができるように、家庭や地域と連

携した学校安全計画を策定するなど、危機管理体制の充実を図ります。また、

教職員の学校安全に対する研修の充実を図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

セーフティスクールプランの安全

教育・安全管理・組織的活動の中

の２２の取り組みが、すべて、積

極的かつ計画的に実施できる。 

  

 

 

３－３－４ いじめ、暴力行為などへの対応の強化 

いじめや暴力行為を防止するために、パトロールの強化や学校内外におけ

る地域の支援体制の充実を図ります。また、いじめや暴力行為などの早期発

見、早期対応を図るために、家庭・学校・地域・関係機関との連携を強化し

ます。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

いじめの解消率   

いじめに否定的な考え方をもって

いる児童生徒の割合 
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３－３－５ 安全で質の高い教育環境の整備 

安全な教育環境の実現のために、学校と社会教育施設の耐震補強工事を進

めます。また、学校施設における天井等落下防止対策等について、建築基準

法に基づく専門家による法定点検を行い、優先度を見極め、計画的な対応を

行っていきます。さらに、各施設の老朽化に伴う改修を計画的に進めていく

うえで、バリアフリー化、緑化や自然エネルギーの導入、人口動向や地域の

現状などを考慮し、教育環境の整備を進めます。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

非構造部材の現状調査、改修工事   
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◇施策の方向 3-4 生涯を通して学び続けられる学習環境を実現する 

 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもから大人まで、一人ひとりがそれぞれのライフステージに応じて、

自主的、主体的に活動できるように、多様な学習ニーズにも的確に応えら

れる体制づくりが必要です。また、学んだ成果を地域社会に還元すること

ができるように努め、地域の教育力の向上を図ることも大切です。 

市川市では、多様な学習ニーズに応えるサービスの充実をいっそう進め

るとともに、図書館や博物館、公民館などの社会教育施設を情報の発信源

や学びの拠点として有効に活用し、誰もが生涯を通して学び続けることの

できる学習環境の実現を目指します。 

 

 

3-4 生涯を通して学び続けられる学習環境を実現する 

◎ 生涯学習機会の充実 

◎ 図書館機能を活用した学習活動の充実 

◎ 公民館を活用した地域の学習拠点づくり 

◎ 文化財の保護と活用 

◎ 博物館などの活用を通した学習活動の推進 
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◆施策の内容◆ 

３－４－１ 生涯学習機会の充実 

一人ひとりに十分な文化・スポーツ活動の機会や多様な学習情報を提供す

るため、情報発信を積極的に行うとともに、相談体制の充実を図ります。ま

た、関係機関と連携・協働することにより、さまざまな分野で学んだ成果を

地域で活かすことのできる機会を充実します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

生涯学習に関する情報発信や相談

体制の状況（現在、生涯学習に関

わっていない人も含めて「生涯学

習を始める、または進めるにあ

たって、十分な情報発信や相談体

制がある」と回答する人の割合＜

市民意向調査＞） 

  

 

３－４－２ 図書館機能を活用した学習活動の充実 

誰もが利用しやすい図書館サービスを提供するため、社会情勢や生活の変

化に応じた市民のニーズを把握することに努め、資料の収集やレファレンス

サービスの充実、図書館ネットワークのいっそうの活用を図ります。また、

郷土市川について学ぶ機会の拡充を図るため、行政資料や地域資料の積極的

な収集を進めます。 

  

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

図書館利用者の満足度（全５館１

室） 
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３－４－３ 博物館などの活用を通した学習活動の推進 

博物館のもつさまざまな機能を活用し、体験活動の充実や、講師派遣など

の教育普及サービスを活かした学習活動を推進します。また、子どもの学習

活動を支援するため、博物館などの社会教育施設と学校との連携を図ります。 

  

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

博物館の利用者数及び行事参加者

数（全３館月平均） 

  

 

 

 

３－４－４ 公民館を活用した地域の学習拠点づくり 

地域の学習拠点として、公民館に対する各地域のニーズや実態を把握し、

公民館のもつ機能の有効利用を図るとともに、学校や地域の人材を活用し、

連携することで地域に密着した公民館運営を推進します。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

主催講座受講者の満足度   

学校及び地域との連携事業数   
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３－４－５ 文化財の保護と活用 

市川市の自然・風土・歴史・文化的遺産を貴重な学習資源ととらえ、学校

の体験学習や生涯学習など、幅広い教育活動に活用します。また、市内に残

る貴重な文化財を未来の子どもたちに継承するため、自然・風土・歴史・文

化的遺産の市川市独自の文化財の指定基準を明確にし、保護の充実を図りま

す。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

文化財資料の利用回数   

体験学習・見学会などへの参加者

の満足度（「期待に沿ったもので

あった」と回答する参加者の割合） 
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◇施策の方向 3-5 責任ある教育行政を確立する 

 

 

《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで教育委員会は、教育水準の向上と地域の実情に応じた教育の振

興に努めてきました。多様化してきている家庭・学校・地域のニーズに応

えるためには、教育委員会のもつ機能を強化することが重要となっていま

す。 

市川市では、教育行政における重要事項や基本方針の決定、施策の立案

を行い、教育委員会としての責任と役割を果たします。また、教育委員会

事務局においては、子ども・家庭・学校・地域の実態やニーズに応じた事

業を行うとともに、実施状況を点検・評価し、改善と充実に努めます。さ

らに、積極的な情報発信に取り組み、信頼される教育行政を実現します。 

 

 

 

3-5 責任ある教育行政を確立する 

◎ 教育委員会機能の充実に向けた取り組み 
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◆施策の内容◆ 

３－５－１ 教育委員会機能の充実に向けた取り組み 

教育委員会は、子どもや地域住民との交流をはじめ、学校や教育施設への

訪問など、さまざまな場を通して市民の意向を把握するとともに、教育委員

会の責任のもとで方針の決定や施策の立案を行います。さらに、会議の公開

など、開かれた教育委員会をいっそう推進します。 

教育委員会事務局においては、方針や施策をふまえ、家庭・学校・地域へ

の支援や教育環境の整備に取り組みます。また、ＰＤＣＡサイクルに基づき、

目標の明確化とともに活動状況の点検・評価を的確に実施し、施策の改善と

充実に努めます。また、広報紙やホームページを活用した情報発信を積極的

に行い、市川市の教育の振興を図ります。 

 

成果指標  現状（Ｈ２５年）  目標（Ｈ３０年） 

教育委員の役割や活動の認知状況

（「教育委員会の役割や活動を

知っている」と回答する人の割合

＜市民意向調査＞） 
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第５章 計画の推進 
 

１ 実施事業 

 

この計画では、施策の具体的な取り組みである実施事業については、中長

期的な事業計画を定めることにより、教育を取り巻く諸情勢の変化により計

画策定時には予想されなかった新たな教育上の課題に対応できず、実施事業

の硬直化を招くおそれがあるため、掲載していません。 

実施事業については、毎年度、教育を取り巻く諸情勢の変化を的確にとらえ

実施するものとし、特に優先的に実施すべきものは、重点事業として公表しま

す。 

 

 

 

 

２ 連携・協働による計画の推進 

 

この計画は、教育委員会が実施する市立学校における教育・育成に関する施

策及び生涯学習全般における学びの支援に関する施策を対象としていますが、

教育を取り巻く諸情勢が大きく変化し、様々な課題が複雑・深刻化する中、教

育委員会の施策だけでは解決が難しくなっています。 

そこで、この計画の推進に当たっては、こども・保健・福祉部門などの市長

の事務部局と連携・協力を図りながら効果的に施策を実施していきます。 

また、行政だけでなく、保護者や地域の方々、関係機関や大学・企業など、

多様な主体がそれぞれ役割を分担しながら、社会全体が協働して教育の向上に

取り組むことが重要です。 

教育委員会は、さらに積極的な情報発信や参画しやすい環境づくりに努め、

市民協働で計画の推進を図ります。 
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○ 成果指標 
○ 重点事業の点検 

○ 実施事業

３ 検証改善サイクル（ＰＤＣA サイクル）の実践 

 

この計画の意義やねらいを市民、教育関係者等にわかりやすく伝え、共有

するとともに、施策を効果的かつ着実に実施するためには、目標を明確に設

定し、成果を客観的に検証し、そこで明らかとなった課題等をフィードバッ

クし、施策に反映させる検証改善サイクル（ＰＤＣA サイクル）の実践が重

要です。 

この点をふまえ、本計画では、施策ごとに目標達成度を直接的又は間接的

に測定するための成果指標を設定したところであり（第４章）、毎年度、その

成果指標を用いて施策を評価し、施策の改善につなげていきます（図１参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、施策の実現を図るためには、成果指標に基づく評価に加え、事業の

実績に基づく点検を行い、実施事業の位置付けや、その必要性の適否、事業

の進め方や、家庭・学校・地域との連携のあり方までを、総合的に評価して、

改善を図っていくことが重要です。 

そこで、成果指標に基づく評価に併せ、実施事業の点検を行い、効果的な

事業の推進を図り、施策の改善につなげていきます（図２参照）。 

施策の改善 

Ａction 

施策の立案

Ｐlan

施策の評価 

Ｃheck 

施策の実施

Ｄo 

PDCAサイクル

図１
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成果指標に基づく施策の評価 

【施策を実現するための点検と評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 新たな教育上の課題への対応 

 

計画期間において、教育を取り巻く諸情勢の変化などにより、計画策定時

には予想されなかった教育上の課題が新たに生じることが想定されます。 

このような新たな教育上の課題については、教育を取り巻く諸情勢の変化

を的確にとらえ、計画内容の見直しや新たな方策を検討するなど、迅速かつ

適切に対応します。 

事業 A 

事業の実績を点検 

計画の進行状況や効果の検

証結果をもとに、事業の進め

方を改善する 

・事業計画の改善 

図２

 

施策の達成状況の検証結果をもとに、施策の進め方を改善する 

計画の進行状況や効果の検

証結果をもとに、事業の進め

方を改善する 

・事業計画の改善 

施  策 

事業の実績を点検 

事業 B



●資 料● 

-63- 

資 料 
 

１ 策定体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市川市教育委員会 

第２期計画の策定主体 

市川市教育振興審議会 

 

第２期計画案について、教育

委員会の諮問に応じ調査審議

し、意見を答申する。 

第２期市川市教育振興

基本計画策定会議 

 

第２期計画の策定に関し、調

査し、協議し、及び必要な調整

を図るとともに、第２期計画の

原案を作成する。 

第２期市川市教育振興

基本計画策定作業部会 

 

第２期計画の策定に必要な

事項を調査し、及び検討すると

ともに、第２期計画の素案を作

成する。 

市民の意見 

○パブリックコメント 

意見 

答申 

設置 原案提出

指揮 

監督 

素案提出

情報公開 

諮問 
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⑴ 市川市教育振興審議会設置条例 

（設置） 

第１条 本市に、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４

第３項の規定に基づき、市川市教育振興審議会(以下「審議会」という。)

を置く。 

（任務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について、教育委員会の諮問に応じ調

査審議するとともに、必要に応じ建議することができる。 

⑴ 教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第１７条第２項の規定に

より定める教育振興基本計画に関する事項 

⑵ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第  

１６２号）第２７条第１項の規定に基づく教育委員会の権限に属する

事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価に関する事項 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

⑴ 学識経験のある者 

⑵ 学校教育の関係者 

⑶ 幼稚園、小学校、中学校又は特別支援学校に在学する幼児、児童又

は生徒の保護者 

⑷ 地域における教育の向上に資する活動を行う者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、非常勤とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員のうちから互選す

る。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長と

なる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

（事務） 

１ 市川市教育振興審議会
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第７条 審議会の事務は、教育委員会事務局教育総務部において処理する。 

（報酬及び費用弁償） 

第８条 市は、委員に対し、市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅

費及び費用弁償に関する条例（昭和３１年条例第２６号）の定めるとこ

ろにより、報酬を支給し、及び職務を行うための費用を弁償する。 

（委任） 

第９条 前各条に定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、

審議会が教育委員会の同意を得て定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

（市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する

条例の一部改正） 

２ （略） 

 

 

⑵ 市川市教育振興審議会委員 

選出区分 氏 名 職業等 

  

  

  

学識経験を有する者 

（第１号委員） 

 

  

  
学校教育の関係者 

（第２号委員） 

  

  
幼稚園、小学校、中学校

又は特別支援学校に在学

する幼児、児童又は生徒

の保護者（第３号委員） 
  

  
地域における教育の向上

に資する活動を行う者

（第４号委員）   
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⑴ 第２期市川市教育振興基本計画策定会議設置要綱 

（設置） 

第１条 第２期市川市教育振興基本計画（以下「２期計画」という。）の策

定を円滑に進めるため、第２期市川市教育振興基本計画策定会議（以下

「策定会議」という。）を置く。 

（任務） 

第２条 策定会議は、２期計画の策定に関し、調査し、協議し、及び必要

な調整を図るとともに、２期計画の原案を作成するものとする。 

（組織） 

第３条 策定会議は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。 

（会長及び副会長） 

第４条 策定会議に会長及び副会長各１人を置き、会長は教育次長を、副

会長は教育総務部長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を統理し、策定会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 策定会議の会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、２期計画の策定に関係する担当

職員を策定会議の会議に出席させ、その意見を求めることができる。 

（作業部会） 

第６条 策定会議に、２期計画の策定に必要な事項を調査し、及び検討す

るとともに、２期計画の素案を作成させるため、第２期市川市教育振興

基本計画策定作業部会（以下「作業部会」という。）を置く。 

２ 作業部会は、教育政策課長の職にある者並びに市川市教育委員会事務

局等組織規則（昭和５３年教育委員会規則第１号）第６条第２項に規定

する課長並びに同条第４項に規定する教育センター所長、中央図書館長、

考古博物館長及び自然博物館長の推薦に基づき、会長が指名する者を

もって組織する。 

３ 作業部会は、２期計画の素案及びその作成の経過を策定会議に報告す

るものとする。 

（事務局） 

第７条 策定会議の事務は、教育政策課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、策定会議の運営その他必要な事項

は、策定会議において定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年１月２５日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ 第２期市川市教育振興基本計画策定会議 
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２ この要綱は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１７日から施行する。 

別表（第３条関係） 

⑴ 教育次長 

⑵ 教育総務部長 

⑶ 教育総務部次長 

⑷ 教育総務部教育政策課長 

⑸ 学校教育部長 

⑹ 学校教育部次長 

⑺ 学校教育部義務教育課長 

⑻ 生涯学習部長 

⑼ 生涯学習部次長 

⑽ 生涯学習部生涯学習振興課長 

⑾ 企画部次長 

⑿ 財政部次長 

⒀ 文化国際部次長 

⒁ こども部次長 

⒂ 保健スポーツ部次長 

⒃ 環境清掃部次長 

⒄ 危機管理室危機管理課長 
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２ 策定経過 
 

年 月 主な内容 

平成２５年 １月 教育委員会において策定方針を決定 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 



平成２５年７月２５日 

第２回教育振興審議会 

調査審議資料１ 

（仮称）第２期市川市教育振興基本計画策定方針 

 

 

１  （ 仮 称 ） 第 ２ 期 市 川 市 教 育 振 興 基 本 計 画 策 定 の 趣 旨  

市 川 市 教 育 委 員 会 は 、戦 後 約 ６ ０ 年 ぶ り に 改 正 さ れ た 教 育 基 本 法 の 基 本

理 念 を 踏 ま え 、 平 成 ２ １ 年 ３ 月 に 市 川 市 教 育 振 興 基 本 計 画 を 策 定 し た 。  

現 行 計 画 は 、社 会 の 変 化 に 伴 っ て 生 じ た 解 決 す べ き 多 く の 教 育 課 題 に 対

応 し 、本 市 に お け る 教 育 の 一 層 の 振 興 を 図 る た め 、平 成 ２ １ 年 度 か ら ２ ５

年 度 ま で の ５ 年 間 に わ た り 、本 市 の 実 情 に 応 じ た 教 育 の 振 興 に 関 す る 施 策

を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 推 進 す る も の で あ る 。  

こ れ ま で 、現 行 計 画 に 基 づ き 、「 人 と 関 わ る 力 を 身 に 付 け る 活 動 の 充 実 」、

「 家 庭 ・ 学 校 ・ 地 域 の 連 携 を 図 る 取 組 み 」、「 生 涯 学 習 機 会 の 充 実 」 な ど 、

様 々 な 施 策 を 展 開 し て い る 。  

一 方 、確 実 か つ 急 速 に 進 行 す る 社 会 の 変 化 に 対 応 す る た め 、教 育 政 策 は

不 断 の 見 直 し が 求 め ら れ て お り 、各 施 策 の 所 期 の 目 的 が 達 成 さ れ て い る か

ど う か を 十 分 に 評 価 し た 上 で 今 後 の 改 善 に 繋 げ 、さ ら に 新 た な 施 策 を 実 施

す る 必 要 が あ る 。  

そ こ で 、近 年 の 少 子 高 齢 化 、東 日 本 大 震 災 な ど の 社 会 情 勢 の 急 速 な 変 化

を 踏 ま え 、現 行 計 画 の 評 価 に 基 づ く 施 策 の 改 善 を 図 る と と も に 、新 た な 施

策 を 実 施 す る た め 、（ 仮 称 ） 第 ２ 期 市 川 市 教 育 振 興 基 本 計 画 （ 以 下 「 次 期

計 画 」 と い う 。） を 策 定 す る も の で あ る 。  

 

 

 



２  次 期 計 画 概 要  

⑴  計 画 の 構 成 （ カ ッ コ 内 は 、 現 行 計 画 か ら の 変 更 点 及 び 留 意 点 ）  

ア  名 称 （ 現 行 計 画 を 基 礎 と す る 。）  

イ  現 状 と 課 題 （ 追 加 ）  

ウ  基 本 理 念 （ 現 行 計 画 を 基 礎 と す る 。）  

エ  基 本 的 な 考 え 方 （ 現 行 計 画 を 基 礎 と す る 。）  

オ  基 本 的 方 向 （ 現 行 計 画 を 基 礎 と す る 。）  

カ  施 策（ 現 行 計 画 を 基 礎 と し 、新 た な 教 育 課 題 に 対 応 す る 施 策 を 追 加

す る 。な お 、実 施 事 業 及 び 施 策 を 支 え る そ の 他 の 取 り 組 み は 、削 除 す

る 。）  

キ  成 果 目 標（ 設 定 数 の 縮 減 に 努 め 、目 標 値 は 、最 終 年 度 に つ い て 設 定

す る 。）  

⑵  計 画 の 期 間  

平 成 ２ ６ 年 度 か ら 平 成 ３ ０ 年 度 ま で （ ５ か 年 ）  

 

３  策 定 体 制 等  

⑴  策 定 体 制  

ア  教 育 委 員 会 （ 定 例 会 等 ）  

イ  （ 仮 称 ）第 ２ 期 市 川 市 教 育 振 興 基 本 計 画 策 定 会 議（ 以 下「 策 定 会 議 」

と い う 。）  

ウ  （ 仮 称 ）第 ２ 期 市 川 市 教 育 振 興 基 本 計 画 策 定 作 業 部 会（ 以 下「 作 業

部 会 」 と い う 。）  

エ  事 務 局 （ 教 育 政 策 課 ）  

⑵  市 民 参 加  

ア  市 川 市 教 育 振 興 審 議 会 （ 以 下 「 審 議 会 」 と い う 。）  

イ  パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト  

⑶  策 定 期 間  

平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月 か ら 平 成 ２ ６ 年 ３ 月 ま で  



４  主 な 策 定 ス ケ ジ ュ ー ル  

年  月  主 な 内 容  

１  ○  策 定 会 議 及 び 作 業 部 会 の 設 置  

○  現 状 及 び 課 題 の 把 握  

○  次 期 計 画 （ 案 ）【 成 果 目 標 値 を 除 く 。】 作 成  

４  ○  次 期 計 画 （ 案 ） の 決 定 及 び 審 議 会 へ の 諮 問  

○  審 議 会 に お け る 調 査 審 議  

８  ○  審 議 会 か ら 審 議 経 過 報 告  

９  ○  成 果 目 標 に 係 る 現 状 調 査  

○  次 期 計 画 （ 案 ２ ）【 成 果 目 標 値 を 含 む 。】 作 成  

２ ５  

１ ２  ○  次 期 計 画 （ 案 ２ ） の 決 定 及 び 審 議 会 へ の 提 出  

○  審 議 会 に お け る 調 査 審 議  

○  パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト の 実 施  

１  ○  審 議 会 答 申  

２  ○  次 期 計 画 （ 案 ３ ） の 作 成  

３  ○  次 期 計 画 の 策 定  

２ ６  

４  ○  次 期 計 画 の 施 行  

 

 

 

 

 

平 成 ２ ５ 年 １ 月 １ ０ 日  

 

市 川 市 教 育 委 員 会  

委 員 長  宇  田  川  進  

















平成２５年７月２５日
　第２回教育振興審議会

調査審議資料２

目標

1-1-1 人と関わる力を身に付ける活動の充実 1-1-1 人と関わる力を身に付ける活動の充実 1

1-1-2 命を大切にする教育の推進 1-1-2 命を大切にする教育の推進 2

1-1-3 道徳心を養う取り組みの推進 1-1-3 道徳教育の充実 3

1-1-4 体験活動の推進 1-1-4 体験活動の充実 4

1-1-5 読書教育の推進 1-1-5 読書教育の推進 6

1-2-1 基礎的・基本的な学習の充実 1-2-1 確かな学力を育成する取り組みの推進 7

1-2-2 活用する力を育成する取り組みの推進

1-3-1 望ましい生活習慣を身に付ける取り組みの推進 1-3-1 望ましい生活習慣を身に付ける取り組みの推進 9

1-3-2 食育の推進 1-3-2 食育の推進 10

1-3-3 体力向上の取り組みの推進 1-3-3 体力向上の取り組みの推進 11

1-3-4 性に関する教育の充実

1-4-1 環境学習の充実 1-4-1 環境学習の充実 12

1-4-2 情報教育の推進 1-4-2 情報教育の推進 13

1-4-3 キャリア教育の推進 1-4-3 キャリア教育の推進 14

1-4-4 防災教育の推進 15

1-5-1 歴史や文化に関する教育の推進 1-5-1 歴史や文化に関する教育の推進 16

1-5-2 外国語教育・国際理解教育の推進 1-5-2 外国語教育・国際理解教育の推進 17

2-1-1 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進 2-1-1 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進 18

2-1-2 子育てに関する学習機会や相談機会の提供 2-1-2 子育てに関する学習機会や相談機会の提供 20

2-2-1 教職員の指導力の向上 2-2-1 教職員の指導力の向上 21

2-2-2 学校間の連携の推進 2-2-2 学校並びに園の連携の推進 22

2-2-3 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善 2-2-3 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善 24

2-2-4 教職員が子どもと向き合う時間の拡大 2-2-4 教職員が子どもと向き合う時間の拡大 25

2-2-5 特色ある学校運営を支援する環境整備の充実 2-2-5 特色ある学校運営を支援する環境整備の充実 26

2-3-1 地域を支える人材の育成 2-3-1 地域を支える人材の育成と地域活動を支援するシステムの充実 27

2-3-2 地域活動を支援する環境整備の推進

2-4-1 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 2-4-1 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 29

2-4-2 家庭・地域と連携した学校の活性化 2-4-2 家庭・地域と連携した学校の活性化 31

2-4-3 関係機関との連携による家庭・学校・地域への支援

3-1-1 生きる力の基礎を育む教育の推進 3-1-1 生きる力の基礎を育む教育の推進 33

3-1-2 幼稚園・保育園・小学校の連携の推進

3-1-3 子育て支援の充実 3-1-2 子育て支援の充実 35

3-2-1 特別支援教育の推進 3-2-1 特別支援教育の推進 36

3-2-2 不登校の子どもや保護者の支援

3-2-3 子どもや保護者を支援する相談体制の充実 3-2-2 子どもや保護者を支援する相談体制の充実 38

3-2-4 海外からの子どもたちへの支援

3-2-5 教育機会均等の確保 3-2-3 教育機会均等の確保 41

3-3-1 危険回避能力などの育成

3-3-2 子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・地域の取り組みの推進 3-3-1 子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・地域の取り組みの推進 42

3-3-3 放課後の子どもの居場所づくりの推進 3-3-2 放課後の子どもの居場所づくりの推進 44

3-3-4 学校の危機管理体制の充実 3-3-3 学校の危機管理体制の充実 45

3-3-5 いじめ、暴力行為などへの対応の強化 3-3-4 いじめ、暴力行為などへの対応の強化 46

3-3-6 安全で質の高い教育環境の整備 3-3-5 安全で質の高い教育環境の整備 47

3-4-1 生涯学習機会の充実 3-4-1 生涯学習機会の充実 48

3-4-2 図書館・博物館などの活用を通した学習活動の推進 3-4-2 図書館機能を活用した学習活動の充実 49

3-4-3 博物館などの活用を通した学習活動の推進 51

3-4-3 公民館を活用した地域の学習拠点づくり 3-4-4 公民館を活用した地域の学習拠点づくり 53

3-4-4 文化財の保護と活用 3-4-5 文化財の保護と活用 54

3-5 責任ある教育行政を確立する 3-5-1 教育委員会機能の充実に向けた取り組み 3-5-1 教育委員会機能の充実に向けた取り組み 55

基本的方向 第１期計画　施策
【４７施策】

第２期計画　施策案
【４０施策】

3-2
一人ひとりに応じた教育的支援を
推進する

3-1

人とのつながりを大切にし、子ど
もの成長を支える地域の教育力の
向上を目指す

2-3

家庭・学校・地域のつながりを大
切にし、市川の教育力の向上を目
指す

2-4

幼児期の教育を推進するための環
境を整える

１
　
子
　
ど
　
も
　
の
　
姿

家庭の心のつながりを大切にし、
心身の成長を育む家庭の教育力の
充実を目指す

2-1

2-2
子どもと教職員とのつながりを大
切にし、子ども一人ひとりの夢を
育む学校の教育力の向上を目指す

自らの役
割と責任
を担いな
がら、た
がいに連
携して教
育の向上
に取り組
む家庭・
学校・地
域を実現
する

２
　
家
庭
・
学
校
・
地
域
の
姿

1-4
社会的な問題に関する認識を深
め、意欲と実践力を育む

日本や郷土市川の歴史や文化を学
び、国際社会の中で生きる力を育
む

1-1

自分や他
人を大切
にし、社
会の中で
たくまし
く生きて
いくこと
のできる
子どもを
育てる

1-5

基礎的・基本的な知識及び技能の
習得を図り、活用する力を育成す
る

1-2

健康に関する意欲を高め、健やか
な体を育成する

1-3

第２期計画施策変更一覧

詳細
ペー
ジ

教育環境
の整備を
図り、質
の高い市
川の教育
を推進す
る

３
　
市
川
の
教
育
の
姿

施策の方向

安全・安心で充実した教育環境を
実現する

3-3

3-4
生涯を通して学び続けられる学習
環境を実現する

自分を大切にし、他人を思いやる
気持ちを養い、豊な心を育む



平成２５年７月２５日 

第２回教育振興審議会 

調査審議資料３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期計画施策変更理由等 
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１－１－１ 人と関わる力を身に付ける活動の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－１－１ 人と関わる力を身に付ける活動の充実 １－１－１ 人と関わる力を身に付ける活動の充実  

施 策 

内 容 

人と関わる力を身に付け、望ましい人間関係をつくるために、幼い頃か

ら自分の思いを自分の言葉で表現し、たがいの価値観を認め合う力を育

成します。また、部活動を含む学校生活や地域活動などを通して、異年

齢をはじめとする子ども同士の交流を進めます。 

人と関わる力を身に付け、望ましい人間関係をつくるために、学校生活

や地域活動を通して、     自分の思いを相手に伝えたり、相手の

話をよく聞いたりして、たがいの価値観を認め合う力を育成します。 

「幼い頃から」については、文意より、含まれると判断した。「相手

に伝えたり、相手の話をよく聞いたりして」については、学校教育指

導の指針の言語活動の充実を受け、コミュニケーションについてより

具体的に表現した。最後の一文については、異年齢交流については学

校生活や地域活動に含まれると判断したことや１－１－４「体験活動

の充実」の内容が異年齢の子どもたちとの交流に触れていることよ

り、ここでは、削除した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業（学校３カ年計画の推進） 

２ 家庭教育学級運営事業（学習内容の重点化） 

３ 教職員研修事業（専門性を高める取り組み） 

４ コミュニティサポート事業（情報交換） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 
学校で挨拶をする児童

生徒の割合 
９３％ ９４％ ９４％ ９５％ 

２ 
家庭で挨拶をする児童

生徒の割合 
８７％ ８７％ ８７％ ８８％ 

３ 

地域で関係のある人に

挨拶をする児童生徒の

割合 

８１％ ８２％ ８３％ ８４％ 

１ 

進んで挨拶をする児童

生徒の割合 

後日設定 

学校・家庭・地域の３つの場面ごとではなく、いつでもどこでも自分

から挨拶ができる児童生徒の割合ということで、１つにまとめた。 

４ 

人の話や考えをよく聞

くことのできる児童生

徒の割合 

― ― ８９％ ９０％ ２ 

人の話や考えをよく聞

くことのできる児童生

徒の割合 

後日設定 

 

５ 

自分の考えや思いを伝

えることのできる児童

生徒の割合 

― ― ７４％ ７６％ ３ 

自分の考えや思いを伝

えることのできる児童

生徒の割合 

後日設定 

 

成 果 

指 標 

６ 
異年齢交流をしている

児童生徒の割合 
― ― ６８％ ７０％   

  
 

施策の内容から異年齢交流を削除したことに伴い、削除した。 
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１－１－２ 命を大切にする教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－１－２ 命を大切にする教育の推進 １－１－２ 命を大切にする教育の推進  

施 策 

内 容 

自分の命はもちろんのこと、他人の命も大切にする意識を育むため

に、体験を通して命の尊さについて学び、考える機会を充実します。ま

た、自分をかけがえのない存在と認めることのできる教育を進めます。 

自分の命はもちろん   、他人の命も大切にする意識を育みます。

また、自分の良いところをたくさん見つけ、それを伸ばしていくことで、

  自分はかけがえのない存在と認めることのできる教育を進めます。

命の大切さをより強調するために、一文を短くした。自分の良いとこ

ろを以降は、国の第２期基本計画を参酌し、自己肯定感を高めていく

ことを明確にした。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

２ 薬物乱用防止の取り組み（健康教育） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

「自分には良いところ

がある」と回答する児

童生徒の割合 

 ― ６８％ ６６％ １ 

「自分には良いところ

がある」と回答する児

童生徒の割合 

後日設定 

 

成 果 

指 標 

２ 

友だちや動植物を大切

にする気持ちをもって

いる児童生徒の割合 

９４％ ９５％ ９５％ ９６％ ２ 

友だちや動植物を大切

にする気持ちをもって

いる児童生徒の割合 

後日設定 
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１－１－３ 道徳教育の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－１－３ 道徳心を養う取り組みの推進 １－１－３ 道徳教育の充実 学校教育指導の指針にある重点的に取り組むべき事項を反映した。 

施 策 

内 容 

豊かな情操、規範意識、公共の精神を育むために、       道

徳の時間をはじめとして、学校教育活動全体で子どもの発達段階に応じ

た道徳教育の充実  を図ります。また、人権意識を高め、いじめを許

さない心を育てる取り組みを推進します。 

道徳的な心情、判断力、実践意欲と態度などの道徳性を養うため、「道

徳の時間」を中心に、学校の教育活動全体を通じた         

 道徳教育の質の向上を図ります。また、人権意識を高め、いじめを許

さない心を育成します。 

国の第２期基本計画の道徳教育の推進、人権教育の推進等（「道徳の

時間」を要として学校の教育活動全体を通じた道徳教育の質の向上を

図り、道徳的な心情、判断力、実践意欲と態度などの道徳性を養う）

を参酌し、内容を構成した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

２ 家庭教育学級運営事業（学習内容の重点化） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

家庭・地域と協力して

道徳教育を進めた学校

の割合 

授 業 公

開56％ 

人 材 活

用62％ 

授 業 公

開58％

人 材 活

用96％

授 業 公

開58％ 

人 材 活

用94％ 

授業公

開68％ 

人材活

用79％ 

１ 

家庭・地域と協力して

道徳教育を進めた学校

の割合 
後日設定 

 

２ 
家庭教育学級で人権教

育を扱った講座数 

講 座 実

績あり 
２１件 ２４件 １１件   

  
 

家庭教育学級については、施策２－２－１に統合・整理したため、削

除した。 

成 果 

指 標 

３ 

学校におけるいじめの

認知件数 
― ― 

479 件

（22年

度 の 現

状） 

587 件 ２ 

学校におけるいじめの

認知件数 
後日設定 
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１－１－４ 体験活動の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－１－４ 体験活動の推進 １－１－４ 体験活動の充実 学校教育指導の指針にある重点的に取り組むべき事項を反映した。 

施 策 

内 容 

豊かな人間性を育むために、子どもの興味・関心や発達の段階に応じ

て、ボランティアなどの社会活動、自然・文化に関わる体験活動などを、

市川市の地域資源を活用して実施します。 

学校や地域社会において、異年齢の子どもたちとの交流、ボランティ

ア、福祉体験活動、集団宿泊活動、自然体験活動、文化芸術体験活動な

ど体験活動の充実を図ります。 

学校教育指導の指針の体験活動について（異年齢の子どもたちとの交

流、集団宿泊活動、職場体験活動、奉仕活動、自然体験活動、文化芸

術体験活動といった他者、社会、自然・環境との直接的なかかわりと

いう点で極めて重要である）を参酌し構成した。なお、職場体験活動

については、キャリア教育の推進（１－４－３）に含むため、削除し

た。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

２ コミュニティクラブ事業 

３ 体験学習事業（農業体験） 

４ 野外活動 

５ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

６ コミュニティサポート事業（情報交換） 

７ 青少年団体の活動を広報する体制の充実 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

企業・NPO・大学など

とのネットワークづく

りの進捗状況 

庁 内 の

生 涯 学

習 情 報

の 整 理

を 行 っ

た 

市 内 の

社 会 教

育 施 設

を 中 心

に 情 報

収 集 を

行った 

生 涯 学

習 情 報

を ホ ー

ム ペ ー

ジ で 検

索 で き

る よ う

にした 

関 係 機

関 と の

連 携 は

進 ん で

いるが、

シ ス テ

ム の 改

善 に は

至 ら な

かった 

  

  

 

施策の受益者に対する成果（アウトカム）に係る目標を設定していく

ことから削除した。 

  
  

    １ 
少年自然の家宿泊人

数・利用日数 
後日設定 

市内で体験活動を中心に取り組んでいる少年自然の家の宿泊人数・利

用日数を指標とすることで、具体的な施策の成果を図った。 

成 果 

指 標 

２ 

地域が主体となって提

供した体験活動の満足

度（コミュニティクラ

ブでの体験活動の満足

度） 

― ― 

８９％ 

（12月

現在） 

98.8％ ２ 

地域が主体となって提

供した体験活動の満足

度（コミュニティクラ

ブでの体験活動の満足

度） 

後日設定 
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１－１－５ 読書教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－１－５ 読書教育の推進 １－１－５ 読書教育の推進  

施 策 

内 容 

豊かな心を育むために、  多様な読書活動や学習活動での読書の活

用など、幼児期からの読書教育を推進します。また、図書館の役割が重

要であることから、図書館資料の整備・充実、学校図書館相互や公共図

書館とのネットワークの積極的な活用など、図書館機能の充実を図りま

す。さらに、学校を核とした地域の読書コミュニティを推進します。 

豊かな心を育むために、読書コミュニティをはじめとする多様な読書

活動や学習活動での図書の活用など、幼児期からの読書教育を推進しま

す。また、図書館の役割が重要であることから、図書館資料の整

備   、学校図書館相互や公共図書館とのネットワークの積極的な活

用など、図書館機能の充実を図ります。 

  

整備という表現に充実する意味は含まれていると判断した。 

学校を核とした地域の読書コミュニティについては、第１期の基本計

画の中で、推進した結果、読み聞かせなど、各学校に定着されてきて

いるため、第２期計画では、「読書コミュニティをはじめとする」と

いう表現にした。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

２ 学校図書館支援センター事業（学校図書館と公共図書館とのネット

ワークの活用） 

３ 学校図書館員配置事業 

４ 読書コミュニティの推進 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 
「読書が好き」と回答

する児童生徒の割合 
７７％ ８０％ ８１％ ８０％ １ 

「読書が好き」と回答

する児童生徒の割合 
後日設定 

 

成 果 

指 標 

２ 

学習活動などで、学校

図書館を利用した授業

時間数 
― ― 

26,775

時間 

（10月

現在） 

40,965

時間 
２ 

学習活動などで、学校

図書館を利用した授業

時間数 
後日設定 
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１－２－１ 確かな学力を育成する取り組みの推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－２－１ 基礎的・基本的な学習の充実 

１－２－２ 活用する力を育成する取り組みの推進 

１－２－１ 確かな学力を育成する取り組みの推進 国の第２期基本計画の施策１が「確かな学力を身に付けるための教育

内容・方法の充実」であり、また、学校教育指導の指針にある重点的

に取り組むべき事項を反映し、基礎的・基本的な学習の充実と、活用

する力を育成する取り組みの推進を統合した。 

施 策 

内 容 

１ １－２－１ 

基礎的・基本的な知識及び技能の習得や、思考力・判断力・表現力

の育成のために、学力や生活習慣の実態に応じた指導方法の工夫・改

善などを図るとともに、学習内容に即した教材やソフトの導入を進

め、各教科の学習指導の充実を図ります。また、「わかる喜び」や「学

ぶ楽しさ」を体感できる学習を進め、自主的に学ぶ意欲の向上を図り

ます。 

２ １－２－２ 

基礎的・基本的な知識及び技能などを総合的に働かせて活用する力

を育成するために、教科などの枠を超えた横断的な学習を進めます。

また、観察、実験、発表などを取り入れた学習や、人や社会と関わり

合うなどの体験的な学習を推進し、自ら課題を見つけ、自ら考え、よ

りよく問題を解決する力を育成します。 

基礎的・基本的な内容を確実に習得し、個に応じた学びを充実させ

るために、指導方法の改善ならびに学習環境の整備に取り組みます。

また、身に付けた知識や技能を学習や生活に活用していく力を高める

ために、問題解決型の学習をさらに充実させていきます。 

「確かな学力」 

○基礎的・基本的な知識・技能の習得 

○知識・技能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断

力・表現力等 

○学習意欲などの主体的に学習に取り組む態度 

（国の第２期基本計画より） 

一人一人の実態に応じ、少人数指導や学習内容の習熟の程度に応じた

指導など、「個に応じたきめ細やかな指導」を積極的かつ効果的に取

り入れた多様な教育活動を展開し、基礎・基本の確実な定着や自ら学

び考える力などの育成を図ることが望まれる。 

（学校教育指導の指針より） 

以上を参酌し、内容を構成した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ １－２－１ 

① 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

② 市川市の学力を把握する取り組み 

③ 少人数学習等担当補助教員事業 

④ 教職員研修事（少人数指導推進） 

⑤ 学校図書館支援センター事業（文部科学省委託による学校図書館

の活性化推進総合事業） 

⑥ 学校環境整備事業（新しい教材やソフトウエアの導入） 

⑦ 学校ＩＣＴ環境整備事業（新しい教材やソフトウエアの導入） 

２ １－２－２ 

① 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

② 各種作品展事業（児童生徒科学展、こども作品展、新聞展） 

③ 音楽会活動事業（児童生徒音楽会、地区別音楽会、音楽フェスティ

バル） 

 

 

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

１ 1-2-1 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

学習意欲の高い児童生

徒の割合（「学校の勉強

が楽しい」と回答する

児童生徒の割合） 

６６％ ７０％ ７０％ ７２％ １ 

学習意欲の高い児童生

徒の割合（「学校の勉強

が楽しい」と回答する

児童生徒の割合） 

後日設定 

 

２ 1-2-2 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

問題解決的な学習を重

視した授業を進めてい

る学校の割合 

９５％ ９４％ ９５％ ９７％ 

２ 

問題解決的な学習を重

視して、年間を通して、

言語活動や体験活動を

意図的に授業に取り入

れている   教職員

の割合 

― ― ８２％ ８３％ 

２ 

 

 

 

問題解決的な学習を重

視して、年間を通して、

言語活動や体験活動を

意欲的に授業に取り入

れている学校・教職員

の割合 

後日設定 

学校と教職員とそれぞれとっていた指標を一つに統合することで、指

標を精選した。 

成 果 

指 標 

３ 

学校訪問で「問題解決

的な学習を重視して、

言語活動や体験活動を

意図的に授業に取り入

れている」と指導主事

が評価をする学校の割

合 

― ― 

９０％ 

（11月

現在） 

９３％ ３ 

児童生徒の実態に応

じ、生徒指導の機能を

生かした授業づくりに

取り組んでいる学校・

教職員の割合 

後日設定 

学校訪問の際に、指導主事は、生徒指導の機能を生かした授業づくり

を心がけるよう指導しているため、内容を変更した。 
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１－３－１ 望ましい生活習慣を身に付ける取り組みの推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－３－１ 望ましい生活習慣を身に付ける取り組みの推進 １－３－１ 望ましい生活習慣を身に付ける取り組みの推進  

施 策 

内 容 

健全な生活習慣を身に付けるために、検診や調査に基づき、一人ひと

りの実態に応じた指導・支援を行います。また、家庭・学校が一体となっ

て、「早寝・早起き・朝ごはん」などの生活習慣を身に付ける取り組み

を推進します。 

健全な生活習慣を身に付けるために、検診や調査に基づき、一人ひと

りの実態に応じた指導・支援を行います。また、家庭・学校が一体となっ

て、「早寝・早起き・朝ごはん」などの生活習慣を身に付ける取り組み

を推進します。 

 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ヘルシースクール推進事業（ライフスタイル調査） 

２ 小児生活習慣病予防検診 

３ すこやか口腔検診 

４ ヘルシースクール推進事業（ライフスタイル調査〔家庭への啓発〕） 

５ 家庭教育学級運営事業（学習内容の重点化） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

早く寝る子どもの割合 

（夜１０時までに寝る

小学生の割合） 

７５％ ７６％ ７７％ ７６％ 

１ 
早く寝る子どもの割合 

（夜１１時までに寝る

中学生の割合） 

５７％ ５８％ ６１％ ６１％ 

２ 

早起きする子どもの割

合 

（6 時半までに起きる

子どもの割合） 

４０％ ４３％ ４９％ ４８％ 

３ 
毎日朝食をとっている

子どもの割合 
９２％ ９３％ ９１％ ９３％ 

１ 

早寝・早起き・朝ごは

んを自ら実践している

児童生徒の割合 

後日設定 

早寝・早起き・朝ごはんを一つ一つ指標をとっていたが、すべてでき

ることが望ましい生活習慣につながるととらえ、一つの指標に精選し

た。 

成 果 

指 標 

４ 

小児生活習慣病予防検

診の児童生徒の有所見

率 

― ― 

２０％ 

（12月

現在） 

２０％ ２ 

小児生活習慣病予防検

診の児童生徒の有所見

率 

後日設定 
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１－３－２ 食育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－３－２ 食育の推進 １－３－２ 食育の推進  

施 策 

内 容 

栽培活動や調理実習などの体験的な活動を通して、食と健康に関する

興味・関心を高めます。また、食品の安全性などの知識を習得し、食に

関する自己管理能力の育成を推進します。さらに、給食の時間をはじめ、

授業       などに栄養教諭や栄養職員が積極的に参加し  、 

             学校教育活動全体で食と健康に関する指

導に取り組むとともに、家庭と連携して望ましい食習慣を身に付ける取

り組みを進めます。 

栽培活動や調理実習などの体験的な活動を通して、食と健康に関する

興味 関心を高めます。また、食品の安全性などの知識を習得し、食に

関する自己管理能力の育成を推進します。さらに、給食の時間をはじめ、

授業や委員会活動などに栄養教諭や栄養職員が積極的にかかわり  、

「食」に関する指導の全体計画のもと学校教育活動全体で      

  取り組むとともに、家庭と連携して望ましい食習慣を身に付ける取

り組みを進めます。 

委員会活動については、より具体的な内容として追加した。参加とい

う表現からかかわりという表現にしたのは、さらに積極的にという意

を含めている。また、かかわる際に、全体計画を立てることで、指導

の充実に努めることを明記した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ヘルシースクール推進事業（ヘルシースクールプラン・食育） 

２ ヘルシースクール推進事業（食事調査） 

３ 教職員研修事業（栄養職員研修会） 

４ 家庭教育学級運営事業（学習内容の重点化） 

５ 学校給食運営事業 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

食に関する指導状況

（栄養職員が食に関す

る指導に関わった回数

〔1 校の年間平均回

数〕） 

７回 ８回 10 回 1６回   

  

 

全体の平均を指標にしているので、データとして全体が見えてこない

ため削除した。 

２ 

「給食を楽しんで食べ

ている」と回答する児

童生徒の割合 

― ― ９１％ ９２％ １ 

「給食を楽しんで食べ

ている」と回答する児

童生徒の割合 

後日設定 

 

３ 

「主食、主菜、副菜が

そろった食事をしてい

る」と回答する児童生

徒の割合 

― ― ８６％ ８８％ ２ 

「主食、主菜、副菜が

そろった食事をしてい

る」と回答する児童生

徒の割合 

後日設定 

 

成 果 

指 標 

４ 

給食の作り手（生産者、

栄養士、調理師など）

の思いを伝えている教

職員の割合 

― ― ７９％ ８０％   

  施策の受益者に対する成果（アウトカム）に係る目標は上記で設定さ

れているため削除した。 
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１－３－３ 体力向上の取り組みの推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－３－３ 体力向上の取り組みの推進 １－３－３ 体力向上の取り組みの推進  

施 策 

内 容 

子どもの体力向上を図るため、学校での休み時間に十分な     

          外遊びができる環境づくりを進めます 。また、

運動部活動の充実を図るとともに、地域のスポーツ団体や総合型地域ス

ポーツクラブなどと連携し、子どもが積極的に運動やスポーツに親しむ

環境づくりを推進します。 

子どもの体力向上を図るため、運動量が十分確保された体育の授業を

実施し、休み時間には外遊びができる環境づくりに取り組みます。また、

運動部活動の充実を図るとともに、地域のスポーツ指導者      

      などと連携し、子どもが積極的に運動やスポーツに親しむ

環境づくりを推進します。 

体力向上を図るためには、まず、体育の授業を充実させていくことが、

大切であることから、「運動量を十分確保させた体育の授業を実施

し」と明記した。「進めます」と「取り組みます」については、文章

構成上表現を変更した。また、「スポーツ団体や総合型地域スポーツ

クラブなど」を「スポーツ指導者」と表現し、整理した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ヘルシースクール推進事業（新体力テスト） 

２ ヘルシースクール推進事業（ヘルシースクールプラン・体力つくり） 

３ 体力向上推進事業 

４ 部活動等地域指導者協力事業 

５ 幼小中学校営繕事業（幼小中学校の遊具の整備） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 
運動が好きな子どもの

割合 
７５％ 75.1％ ７３％ ７４％ １ 

運動が好きな子どもの

割合 
後日設定 

 

２ 

休み時間や昼休みに外

遊びをする子どもの割

合 

６２％ 61.4％ ５４％ ６１％   

  

 

休み時間や昼休みの子どもの活動は、外遊びばかりではなく、委員会

活動や読書など多岐に渡るため、体力向上を図る指標から削除した。

小学生の新体力テスト

の得点平均 
― ― 

男子 

48.8点 

女子 

49.7点 

男子 

48.0 点 

女子 

48.2 点 

小学生の新体力テスト

の得点平均 
後日設定 

 

成 果 

指 標 

３ 
中学生の新体力テスト

の得点平均 
― ― 

男子 

51.1点 

女子 

50.7点 

男子 

51.3 点 

女子 

52.0 点 

２ 
中学生の新体力テスト

の得点平均 
後日設定 
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１－４－１ 環境学習の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－４－１ 環境学習の充実 １－４－１ 環境学習の充実  

施 策 

内 容 

環境についての理解を深め、自らの生活の中で環境を大切にする姿勢

が身に付くよう、体験的な環境学習の充実を図ります。また、学校、企

業、ＮＰＯ、関係機関などと連携を図り、環境について幅広く学ぶ機会

を充実します。 

環境についての理解を深め、自らの生活の中で環境を大切にする姿勢

が身に付くよう、体験的な環境学習の充実を図ります。また、発達段階

に応じて放射能に関する正しい理解を促進するために必要な取り組み

を推進します。 

削除された内容については、体験的な環境学習の充実に、含まれるた

め削除した。また、放射能に関する理解は、今日的課題として、必要

な内容で、国の第２期基本計画にも記載されており、参酌した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 学校版環境ＩＳＯ認定事業 

２ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

環境を意識した体験的

な取り組みを進めてい

る学校の割合 

５８％ ５３％ ６３％ ６５％   

  

 

施策の受益者に対する成果（アウトカム）に係る目標は下記で設定さ

れているため削除した。 

２ 

環境に関する実践を積

極的に行っている児童

生徒の割合（「ごみの分

別やリサイクル、節電

など、環境のことを考

えた行動をしている」

と回答する児童生徒の

割合） 

７４％ ７３％ ８０％ ７９％ １ 

環境に関する実践を積

極的に行っている児童

生徒の割合（「ごみの分

別やリサイクル、節電

など、環境のことを考

えた行動をしている」

と回答する児童生徒の

割合） 

後日設定 

 

成 果 

指 標 

  

  

    ２ 

地域の自然環境を学習

する機会を増やす。

（回数、人数、充足度） 

後日設定 

都市化が進む本市の現状から自然環境を学習する機会は、重要な課題

としてとらえ、指標に追加した。 

 



 

- 13 - 

１－４－２ 情報教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－４－２ 情報教育の推進 １－４－２ 情報教育の推進  

施 策 

内 容 

多様な情報手段の特性を理解し、情報を適切に活用できる能力を育成

するために、発達段階に即した情報教育を推進します。また、パソコン

や携帯電話を介した有害情報や、いじめなどの社会問題に対応するため

に、情報発信に伴う責任や情報を判断する力など   の情報モラルを

身に付けるための教育を推進します。   

 多様な情報手段の特性を理解し、情報を適切に活用できる能力を育成

するために、発達段階に応じた情報教育を推進します。また、情報発信

に伴う責任や情報を判断する力を子どもに身に付けさせるため、情報モ

ラルに関する教育を推進します。さらに、学習においては、子どもが意

欲的に取り組めるようＩＣＴ機器を積極的に活用し、学習効果を高めま

す。 

「パソコンや携帯電話を介した有害情報や、いじめなどの社会問題に

対応するために」については、情報発信に伴う責任や情報を判断する

力に含まれるため削除した。また、国の第２期基本計画にＩＣＴ活用

が、明記されていることや本市がＩＣＴ活用を推進していることから

さらに、以降の文を追加した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

２ 学校情報化研究事業（情報教育に関わる研修の充実） 

３ 学校情報化研究事業（情報モラルに関わる研修の充実） 

４ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

５ 学びを支える人間ネットワーク 

６ コンピュータの整備 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

情報モラルの指導につい

ての教職員の状況 

（情報モラル教育を指導

する力の高い教職員の割

合） 

60.7％ ６９％ ７６％ 

７６％ 

（23年

度 の 現

状） 

  

  

 

施策の受益者に対する成果（アウトカム）に係る目標は下記で設定さ

れているため削除した。 

２ 
家庭教育学級で情報モラ

ル教育を扱った講座数 

講 座 実

績あり 
８件 ７件 ５件   

  
 

家庭教育学級については、施策２－２－１に統合・整理したため、削

除した。 

  

  

    １ 

「パソコン、書画カメラ、プロ

ジェクターなどを使うと授業

や学習にやる気がでる」と回

答した児童生徒の割合 

後日設定 

具体的なＩＣＴ機器を活用した授業や学習により、児童生徒の意欲が

向上するかを図るため、指標として追加した。 

成 果 

指 標 

３ 

「パソコンや携帯電話な

どの安全な使い方がわか

り、自分を守り、他人に

迷惑を掛けないように気

を付けている」と回答す

る児童生徒の割合 

― ― ９４％ ９５％ ２ 

「パソコンや携帯電話などの安

全な使い方がわかり、自分を守

り、他人に迷惑を掛けないよう

に気を付けている」と回答する

児童生徒の割合 

後日設定 
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１－４－３ キャリア教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－４－３ キャリア教育の推進 １－４－３ キャリア教育の推進  

施 策 

内 容 

子ども一人ひとりの夢を大切にしながら、社会人・職業人として自立

していくことができるよう、勤労観や職業観を育みます。また、職場体

験を含め、幼稚園、小学校、中学校で一貫したプログラムを開発するな

ど、発達段階に即したキャリア教育を推進するとともに、地元の商店街

や企業などの協力を得て、活動の場づくりを広げます。 

子ども一人ひとりが、社会的・職業的に自立するために必要な基盤と

なる能力や態度を教育活動全体を通じて育成します。  

キャリア教育については、第１期の推進により、各学校に定着されて

きた。また、学校教育指導の指針の重点的に取り組む事項として明記

されているので、今後も継続していくが、説明を必要とした第１期の

内容を継続するのではなく、表現を精選した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

２ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  成 果 

指 標 

１ 

自分の将来像（なりた

いもの等）のイメージ

がある児童生徒の割合 

― ― ８１％ ８０％ １ 

自分の将来像（なりた

いもの等）のイメージ

がある児童生徒の割合 

後日設定 
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１－４－４ 防災教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－３－１ 危険回避能力などの育成 １－４－４ 防災教育の推進 本市が、３月１１日を防災教育の日と制定したことを受け、新規施策

として追加した。 

施 策 

内 容 

子ども自身が命を守る力を身に付けるために、遊びや体験を通して、

危険を早く察知する能力と未然に回避する能力の育成に取り組みます。

また、子どもの発達段階に即した防犯・防災・交通安全教育を関係機関

と連携して実施します。 

東日本大震災の教訓を生かし、防災意識の高揚を図ります。また、災

害時における避難行動等について、適切な判断力、対応力を育成します。

東日本大震災の記憶を風化させず、教訓として生かし続ける内容にし

た。また、災害時の危険回避能力を育成するために、第１期の施策を

反映している。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 安全・安心な学校づくりの推進（セーフティスクールプランの作成

及び活用） 

２ 安全・安心な学校づくりの推進（安全主任研修会） 

３ 関係機関と学校のコーディネート 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

安全教育の実施状況 交 通 安

全教育 

８４％ 

防 災 教

育 

100％ 

防 犯 教

育 

９３％ 

交 通 安

全教育 

100％

防 災 教

育 

100％

防 犯 教

育 

８９％ 

交 通 安

全教育 

100％ 

防 災 教

育 

100％ 

防 犯 教

育 

９８％ 

交 通 安

全教育 

100％ 

防 災 教

育 

100％ 

防 犯 教

育 

８６％ 

  

  

 

第２期の子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・地域の取り組み

の推進（３－３－１）に対応した指標であるが、成果が１００パーセ

ントで継続されているため、概ね成果は達成されているため、削除し

た。 

  

  

    １ 

災害発生時に、子ども

が自らの命を守るため

の正しい行動をとるこ

とができる児童生徒の

割合 

後日設定 

災害時における危険回避能力の定着を図るための指標を作成した。 

成 果 

指 標 

  

  

    ２ 

自分の身の回りにどの

ような危険が潜んでい

るか理解している児童

生徒の割合 

後日設定 

日常における危険回避能力の定着を図るための指標を作成した。 
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１－５－１ 歴史や文化に関する教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－５－１ 歴史や文化に関する教育の推進 １－５－１ 歴史や文化に関する教育の推進  

施 策 

内 容 

郷土を愛する心と豊かな情緒を培うために、学校、博物館、地域団体

などと連携して、日本や郷土市川の歴史や文化      

を深く理解する機会を充実します。また、自らの意見をしっかりもって

表現する力を高めるために、日本語の教育を充実します。 

郷土を愛する心と豊かな情緒を培うために、学校、博物館、地域団体

などと連携して、日本や郷土市川の歴史や文化・自然環境を深く理解す

る機会を充実します。  

自然環境については、１－４－１「環境学習の充実」に内容が含まれ

るため、削除した。最後の一文は、１－１－１「人と関わる力を身に

付ける活動の充実」や１－２－１「確かな学力を育成する取り組みの

推進」などに含まれるため、削除した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 教育研究・研修事業（市川に関する副読本の作成・指導） 

２ 部活動等地域指導者協力事業 

３ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

４ 教育普及事業（教職員研修） 

５ 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

６ 教職員研修事業（「美しい日本語の使い手を育てる」研修） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１

「市川市の歴史や文

化に関心をもってい

る」と回答する児童生

徒の割合 

３

９％ 

４

１％ 

４

３％ 

４

３％ 
１

「市川市の歴史や

文化に関心を持ってい

る」と回答する児童生

徒の割合 

後日設定 

 

２

市川市の歴史や文化

に関する意識を高める

ための環境整備が整っ

ていると感じている教

職員の割合 

５

０％ 

５

１％ 

５

９％ 

６

２％ 
 

  

 

施策の受益者に対する成果（アウトカム）に係る目標は上記で設定

されているため、削除した。 

３
教職員対象の研修会

の参加人数 
― ― 

647

人 

548

人 
２

教職員対象の研修

会の参加人数 
後日設定 

 

成 果 

指 標 

４

博物館が、   出

前授業・体験活動を含

めて、学校等に教育普

及活動をした回数 

― ― 
159

回 

198

回 
３

学校が、博物館の出

前授業・体験活動を利

用 

         

  した回数 

後日設定 

文章構成変更し、学校を主体として表現した。 
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１－５－２ 外国語教育・国際理解教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 １－５－２ 外国語教育・国際理解教育の推進 １－５－２ 外国語教育・国際理解教育の推進  

施 策 

内 容 

外国語への興味・関心を高め、外国語を活用したコミュニケーション

能力の育成のために、小学校では英語活動などを推進し、中学校では英

語の能力の向上を目指します。また、小学校・中学校で連続した指導が

行われるよう、連携を強化し、指導内容の充実と体系化を図ります。さ

らに、異なる文化をもつ人々と理解し合い、協調していく力を育成する

ために、外国の歴史・文化・生活習慣を学ぶ機会を充実します。 

外国語への興味・関心を高め、外国語を活用したコミュニケーション

能力の育成のために、小学校では英語活動などを推進し、中学校では英

語の能力の向上を目指します。また、小学校・中学校で連続した指導が

行われるよう、連携を強化し、指導内容の充実と体系化を図ります。さ

らに、異なる文化をもつ人々と理解し合い、協調していく力を育成する

ために、外国の歴史・文化・生活習慣を学ぶ機会を充実します。 

 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 小学校外国語活動推進事業（小学校外国語活動指導員の派遣） 

２ 中学生海外派遣事業（派遣・受入事業） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

外国語に興味・関心が

ある児童の割合（「外国

語活動の授業が楽し

い」と回答する児童〔小

学校 5・6 年生〕の割

合） 

８２％ ８６％ ９０％ ９０％ １ 

外国語に興味・関心が

ある児童の割合（「外国

語活動の授業が楽し

い」と回答する児童＜

小学校５・６年生＞の

割合） 

後日設定 

 

２ 

英語に興味・関心があ

る生徒の割合（「英語の

授業が楽しい」と回答

する生徒〔中学校１・

２年生〕の割合） 

７０％ 97.4％ ９６％ ９２％ ２ 

英語に興味・関心のあ

る生徒の割合（「英語の

授業が楽しい」と回答

する生徒＜中学校１・

２年生＞の割合） 

後日設定 

 

成 果 

指 標 

３ 

英検（実用英語技能検

定）3 級ないしは英検 

3 級と同等の力を有す

る生徒の割合 

― ― 

２７％ 

（9 月

現在） 

４４％ ３ 

英検（実用英語技能検

定）３級ないしは英検

３級と同等の力を有す

る生徒の割合 

後日設定 

 

 



 

- 18 - 

２－１－１ 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－１－１ 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進 

１－３－４ 性に関する教育の充実 

２－１－１ 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進  

施 策 

内 容 

１ ２－１－１ 

学校、ＰＴＡなどとの連携を強化し、子どものしつけや、基本的な

生活習慣                        を家

庭で身に付ける重要性の啓発に取り組みます。また、家庭学習の習慣

化を図るため、学校と連携した取り組みを進めます。さらに、家族の

関わりを深めるための取り組みを支援します。 

２ １－３－４ 

たがいの性を認め合うとともに、エイズや性感染症などの性に関す

る健康問題について、そのリスクを正しく理解し、適切に行動するた

めに、発達段階に即した性教育を推進します。 

 

学校、ＰＴＡなどと家庭との連携を強化し      、基本的な

生活習慣、豊かな情操、他人に対する思いやりや善悪の判断などを家

庭で身に付ける重要性の啓発に取り組みます。また、家庭学習の習慣

化を図るため、学校と連携した取り組みを進めます。さらに、家族の

関わりを深めるための取り組みを支援します。 

 

より対象を明確にするため、「家庭」を追加した。 

基本的な生活習慣、豊かな情操、他人に対する思いやりや善悪の判断

などについては、国の第２期基本計画の家庭教育より参酌した。この

具体的な内容を加えたことで、「子どものしつけ」は含まれるものと

して削除した。 

 

性に関する教育については、体育の保健の領域に含まれており、すべ

ての子どもが確実に履修し、定着を深めている。また、家庭教育学級

の講座については、家庭教育の充実に向けた取り組みの推進（２－１

－１）に含まれるため、統合した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ２－１－１ 

① 家庭教育学級運営事業（学習内容の重点化） 

② 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

③ 青少年団体の活動を広報する体制の充実 

④ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

２ １－３－４ 

① 家庭教育学級運営事業（学習内容の重点化） 

② エイズ講演会の支援 

③ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

１ ２－１－１ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

家庭教育学級を開催し

た回数と参加した人数 

講座数 

438 回 

参加人

数 

14,291

人 

講座数 

444 回

参加人

数 

1 4 , 6 4 4

人 

講座数 

257 回 

参加人

数 

8,989

人 

講座数

429 回 

参加人

数 

13,405

人 

１ 

家庭教育学級の推進と

参加者の確保 

後日設定 

各学校で開催される講座数の年間回数は、５回から３回になってい

る。そのため、家庭教育学級の更なる発展を図る指標とした。 

２ 

家庭教育学級に参加し

て「家庭教育の大切さ

を学ぶ良い機会となっ

た」と回答する参加者

の割合 

― ― 100％ 99.5％   

  

 

ほぼ１００パーセントで推移しており、今後も同様な数値が予想され

るため、削除した。 

２ １－３－４ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

家庭教育学級で性に関

する教育を扱った講座

数 

講 座 実

績あり 
９件 １５件 １２件   

  

 

成 果 

指 標 

２ 

学校において、積極的

に保護者に公開した性

に関する講演会や授業

の数 

― ― ７３件 ７２件   

  

 

性に関する講座は、継続するが、講座の中の項目であり、特別に指標

として扱う必要がないため削除した。 
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２－１－２ 子育てに関する学習機会や相談機会の提供 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－１－２ 子育てに関する学習機会や相談機会の提供 ２－１－２ 子育てに関する学習機会や相談機会の提供  

施 策 

内 容 

家庭教育学級などの子育てに関する学習機会の充実と改善を図りま

す。また、保護者同士が相談や協力し合う環境を整え、子育てなどに悩

みを抱えている保護者への支援を充実します。 

         子育てに関する学習機会の充実と改善を図りま

す。また、保護者同士が相談や協力し合う環境を整え、子育てなどに悩

みを抱えている保護者への支援を充実します。 

家庭教育学級については、家庭教育の充実に向けた取り組みの推進

（２－１－１）を中心に取り組むため、削除した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 家庭教育学級運営事業 

２ 小学校入学前の親子支援事業 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

小学校入学前の親子支

援事業の進捗状況 

各 学 校

か ら 親

子 支 援

実 践 事

例 の 情

報 収 集

を 行 っ

た 

各 学 校

に 対 し

親 子 支

援 実 践

事 例 の

調査・分

析 を

行った 

小 学 校

の 先 進

的 な 親

子 支 援

実 践 事

例 を 調

査し、そ

れ を 各

学 校 に

提 供 し

た 

 
県 作 成
の リ ー
フ レ ッ
ト を 活
用 す る
と と も
に、子育
て の 不
安 を 解
消 と す
る こ と
を 目 的
と し た
講 演 会
を 公 民
館 セ ン
タ ー と
共 催 で
開 催 し
た 

  

   数字としての指標が立てにくいこともあり、削除した。 

２ 

関係機関と連携した新

たな子育てに関する学

習機会の事例数 

関 係 各

課 及 び

Ｎ Ｐ Ｏ

と 連 携

し た 子

育 て イ

ベ ン ト

を 実 施

した 

年間 

３回 

年間 

３回 

年間 

７回 
  

   今後新たな取り組みの予定はないため、削除した。 

成 果 

指 標 

  
      

１ 
家庭教育学級への指導

員派遣状況 
後日設定 

家庭教育学級への指導員派遣状況を指標とすることで、子育てに関す

る学習機会の充実と改善を図るため。 
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２－２－１ 教職員の指導力の向上 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－２－１ 教職員の指導力の向上 

 

２－２－１ 教職員の指導力の向上  

施 策 

内 容 

教科などの実践的な指導力を備えた教職員の育成のために、教職員一

人ひとりが主体的に研修を受けるプログラムづくりを推進します。ま

た、大量退職を控え、職能別や若年層・中堅層の教職員を対象とした研

修、経験豊かな教職員のもつ知識及び技能を共有する取り組みを推進し

ます。さらに、教職員が保護者や地域住民と関わる機会が増えているこ

とから、子どもと向き合うだけではなく、人と幅広く関わることができ

る力を育成します。 

確かな学力や豊かな心、健やかな体を持つ子どもたちを育てることが

できるように、増加する若年層教員の指導力向上やミドルリーダーの育

成に関する研修を重点的に実施し、教職員全体の資質・力量の向上を図

ります。 

確かな学力・豊かな心・健やかな体を持つ子どもたちを育てることは、

学校教育指導の指針の「生きる力」の育成につながる。この「生きる

力」を持つ子どもたちを育てるための研修が重要ととらえ、内容に明

記した。また、本市の課題である、近年増加中の若年層教員の指導力

向上やミドルリーダーの育成を目的とした研修を重点的に実施する

内容も明記した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 幼稚園教諭の研修の充実（公私立幼稚園合同研修会） 

２ 教職員研修事業 

３ 教職員研修事業（保健担当、体育担当、給食担当） 

４ 教職員研修事業（専門性を高める取り組み） 

５ 学校情報化研究事業（情報教育に関わる研修の充実） 

６ 出前研修 

７ 教育実践記録の募集と発行 

８ 教育広報活動事業（近隣市を含めた研究ネットワーク） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

教職員の満足度（「市教

育委員会が行う研修の

内容や時期、場所など

がニーズに応えたもの

である」と回答する教

職員の割合） 

６５％ ６６％ ７４％ ７６％ １ 

教職員の満足度（「市教

育委員会が行う研修の

内容や時期、場所など

がニーズに応えたもの

である」と回答する教

職員の割合） 

後日設定 

 

成 果 

指 標 

２ 
「授業がわかる」と回

答する児童生徒の割合 
７９％ ８２％ ８２％ ８２％ ２ 

「授業がわかる」と回

答する児童生徒の割合 
後日設定 
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２－２－２ 学校並びに園の連携の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－２－２ 学校間の連携の推進 

３－１－２ 幼稚園・保育園・小学校の連携の推進 

２－２－２ 学校並びに園の連携の推進 

「学校間の連携の推進」（第１期２－２－２）の内容には、幼稚園・ 

保育園も含まれていたが、学校間と表現されていた。これを「学校間

の連携の推進」と「幼稚園・保育園・小学校の連携の推進」の２つの

施策を統合し、学校並びに園とすることで、より明確に「教育の接続

化」を推進していく表現にした。 

施 策 

内 容 

１ ２－２－２ 

子どもの学びや育ちの連続性を強化するために、幼稚園、保育園、

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校など、地域での学校間の連

携を推進します。また、教職員や子どもの相互交流、授業公開などに

より、指導の方法や子どもに関わるさまざまな情報の共有化を図ると

ともに、人事交流を推進します。  

 

２ ３－１－２ 

子どもの発達や学びの連続性を重視し、幼稚園・保育園などと小学

校・特別支援学校との連携による幼児教育の充実を図ります。さらに、

子どもの発達段階に即した教育の実践に向けて、幼稚園・保育園の特

性を活かしながら、子ども同士の交流、職員同士の情報交換や合同研

修などを行い、連携を強化します。 

 

子どもの学びや育ちの連続性を強化するために、幼稚園、保育園、

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校など、地域での学校間の連

携を推進します。また、教職員や子どもの相互交流、授業公開などに

より、指導の方法や子どもに関わるさまざまな情報の共有化を図ると

ともに、人事交流を推進します。さらに、塩浜小・中学校を小中一貫

校とし、その成果を各ブロックの小中連携に活かします。 

最後の一文に、市内で小中一貫校が誕生することを具体的に明記する

ことで、これからの課題や成果を検証し、市内の連携をさらに推進し

ていく方針を示した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ２－２－２ 

① 幼小連携推進モデル園・校設置及び研究の推進 

② 新しい学校に関わる研究 

③ 中学校区幼小中特別支援学校の連携推進 

④ 交流人事の推進 

２ ３－１－２ 

① 幼稚園教諭と保育士との交流 

② 幼小連携推進モデル園・校設置及び研究の推進 

③ 特別支援教育体制整備事業（スマイルプラン） 

④ 家庭教育学級運営事業（めぐみ・みのり家庭教育学級） 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

１ ２－２－２ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

幼小中特別支援学校連

携として行われた授業

や学校行事の実施数 

（８幼稚園・５６学校） 

年 間 継

続 実 施

数 

９回 

単 発 実

施数 

179 回 

年 間 継

続 実 施

数 

83 回 

単 発 実

施数 

336 回

年 間 継

続 実 施

数 

２６回 

単 発 実

施数 

336 回 

年 間 継

続 実 施

数 

35 回 

単 発 実

施数 

334 回 

１ 

幼小中特別支援学校連

携として行われた授業

や学校行事の実施数 

  後日設定 

（８幼稚園・５６学校）は、今後幼稚園の数が、変更されるため、削

除した。 

２ 

連携推進を図るための

人や組織が校務分掌上

に位置づけられている

学校の数 

― ― 
47/64

校・園 

52/64

校・園 
― 

― 

 

連携推進の校務分掌については、各学校で確実に整備されてきてお

り、５年間の指標で成果を図る必要がないため削除した。 

２ ３－１－２ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

成 果 

指 標 

１ 

幼稚園・保育園・小学

校での交流の機会の事

例数（８幼稚園・３９

小学校） 

年 間 継

続 実 施

数 

５回 

単 発 実

施数 

117 回 

年 間 継

続 実 施

数 

１１回 

単 発 実

施数 

133 回

年 間 継

続 実 施

数 

２０回 

単 発 実

施数 

178 回 

年 間 継

続 実 施

数 

１２回 

単 発 実

施数 

９１回 

２ 

幼稚園・保育園・小学

校での交流の機会の事

例数 

―        後日設定 

（８幼稚園・３９小学校）は、今後幼稚園の数が、変更されるため、

削除した。 
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２－２－３ 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－２－３ 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善 ２－２－３ 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善  

施 策 

内 容 

幼稚園・学校が主体的に運営を改善し、子ども、家庭、地域からの信

頼を高めるために、幼稚園・学校の自己評価や保護者・地域住民などに

よる外部からの評価を行うとともに、その結果の適切な活用と公開を推

進します。また、教育委員会は評価結果を基に学校へのきめ細かな支援

を行います。 

＿学校が主体的に運営を改善し、子ども、家庭、地域からの信頼を高

めるために、＿学校の自己評価や保護者・地域住民などによる外部から

の評価を行うとともに、その結果の適切な活用と公表を推進します。ま

た、教育委員会は評価結果を基に学校へのきめ細かな支援を行います。

学校教育法上は、幼稚園も学校に含まれるので、幼庭園を削除した。

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 学校評価（学校評価制度の広報及び内容の検討、学校評価に関わる

情報の提供、学校評価結果の集計） 

２ 第三者評価の導入と活用 

３ 学校評価集計結果の施策への反映 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

学校評価の活用状況

（「学校評価のシステ

ムが学校運営の改善に

役立つものとなってい

る」と回答する学校の

割合） 

※ （ ）は、「大いに」

役立っていると回答

する学校の割合 

100％ 

(27％) 

９８％ 

(32％) 

９７％ 

(39％) 

９８％ 

(37％) 
１ 

学校評価の改善状況

（学校関係者評価の結

果を公表した学校の割

合） 

後日設定 

第１期の項目については、ほぼ１００％であり、達成されている。そ

こで第２期では、結果を公表することに努めなければならないこと

が、学校教育法施行規則第６７条に規定されており、今後、各学校の

課題として挙げられるため、指標とした。 

成 果 

指 標 

２ 

学校評価の共通評価項

目による評価（学校運

営に関わる市内共通評

価項目について、でき

ている方であると評価

している保護者の割

合） 

８５％ ８３％ ８０％ ８４％ ２ 

学校評価の活用状況 

      （評価シ

ステムにより保護者・

地域の意見が学校運営

に反映されていると回

答する  保護者の割

合） 

後日設定 

第１期の項目については、上記の指標１に対応したアウトカムを指標

としたが、第２期では、上記指標の変更に伴い、こちらの指標も、上

記と対応したアウトカムを指標とした。 
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２－２－４ 教職員が子どもと向き合う時間の拡大 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－２－４ 教職員が子どもと向き合う時間の拡大 ２－２－４ 教職員が子どもと向き合う時間の拡大  

施 策 

内 容 

事務の情報化などにより事務処理に関わる効率化を図り   、教職

員が学習、相談、遊びなど、学校生活全体にわたって子どもとじっくり

向き合う時間を拡大します。また、教職員の心理的負担の軽減を図るた

めに、学校に寄せられるさまざまな要望への対応を進めます。 

校務支援システムなど事務の情報化により事務処理を効率化し、教職

員が学習   や遊びなど、学校生活全体にわたって子どもとじっくり

向き合う時間を拡大します。また、教職員の心理的負担の軽減を図るた

めに、学校に寄せられるさまざまな要望への対応を進めます。 

事務の情報化の市川市として具体的な手立てである「校務支援システ

ム」を明記した。相談については、「学習や遊びなど」に含まれてい

るため、削除した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ スクール・サポート・スタッフ事業 

２ 学校経営相談窓口事業 

３ 校務情報化の推進 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  成 果 

指 標 

１ 

教職員の意識（「子ども

とじっくり向き合うこ

とができている」と回

答する教職員の割合） 

６３％ ６４％ ６６％ ６８％ １ 

       子ども

とじっくり向き合うこ

とができている」と回

答する教職員の割合  

後日設定 
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２－２－５ 特色ある学校運営を支援する環境整備の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－２－５ 特色ある学校運営を支援する環境整備の充実   

施 策 

内 容 

特色ある幼稚園・学校づくりを実現するために、各園・学校の主体的

な取り組みを支援するとともに、特色ある教育活動の先進事例を提供し

ます。さらに、学力向上推進校、センター校などの先進的な取り組みを

充実します。また、市川市のこれまでの取り組みを活かした、新たな学

校運営のあり方についても研究を進めます。 

特色ある＿学校づくりを実現するために、各＿学校の主体的な取り組

みを支援するとともに、特色ある教育活動の先進事例を提供します。さ

らに、学力向上推進校、センター校などの先進的な取り組みを充実しま

す。  

幼稚園は、学校に含まれるとして削除した。 

第１期の最後の一文は、小中一貫校についての内容であり、「学校並

びに園の連携の推進」（２－２－２）に含まれるため、削除した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業 

２ 自主公開の支援 

３ センター校構想 

４ 新しい学校に関わる研究 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

学校教育 3 カ年計画の

各学校の評価（「特色あ

る学校づくりが進んで

いる」と回答する学校

の割合） 

９８％ ９８％ 100％ ９８％   

  

 

ほぼ１００パーセントで推移しており、今後も同様な数値が予想され

るため、削除した。 

２ 
自主公開校の数 33/56

校 

39/56

校 

56/56

校 

56/56

校 
  

  
 

平成２３年・２４年で、すべての学校が自主公開を実施しており、目

標は達成され、今後も継続が見込まれるため、削除した。 

成 果 

指 標 

３ 

学校教育 3 カ年計画の

各学校の評価（「子ども

が通っている学校は、

特色ある取り組みや教

育を進めていると思

う」と回答する保護者

の割合） 

― ― ７０％ ６９％ １ 

学校教育３カ年計画の

各学校の評価（「子ども

が通っている学校は、

特色ある取り組みや教

育を進めていると思

う」と回答する保護者

の割合 

後日設定 
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２－３－１ 地域を支える人材の育成と地域活動を支援するシステムの充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－３－１ 地域を支える人材の育成  

２－３－２ 地域活動を支援する環境整備の推進 

２－３－１ 地域を支える人材の育成と 

地域活動を支援するシステムの充実 

人材育成「地域を支える人材の育成」（第１期２－３－１）と場の提 

供「地域活動を支援する環境整備の推進」（第１期２－３－２）を一 

体にすることで、今まで以上の効果や成果を図るため、統合した。ま

た、今後は、より地域活動を活発にしていくためのシステムづくりが

重要ととらえ、システムの充実と明記した。 

施 策 

内 容 

１ ２－３－１ 

地域活動をいっそう推進するために、ボランティアや指導者の発掘

と育成に取り組みます。また、小学生、中学生、高校生などを対象と

した研修会を開催し、地域に貢献できるリーダーを育成します。 

２ ２－３－２ 

地域活動の活性化を図るために、さまざまな体験の機会を提供して

いる地域団体の活動を支援します。また、子どもを含めた地域住民が

一緒に活動できる拠点づくりを進めます。さらに企業やＮＰＯなどを

含む関係機関と連携し、蓄積された知識や多彩な人材を地域活動に活

かすことのできる環境を整えます。 

 

地域活動をいっそう推進するために、ボランティアや指導者の発掘と

育成に取り組みます。 

 

 

 

また、       地域住民が

地域活動に参加しやすいシステムを充実します。 

内容を具体的な表現で限定するのではなく、新たなシステムを構築し

ていくための可能性を模索していく段階ととらえたため、精選した。

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ２－３－１ 

① 青少年指導者育成事業 

② コミュニティサポート事業（情報交換） 

③ 学校と地域を結ぶ人材の養成 

２ ２－３－２ 

① コミュニティサポート事業（情報交換） 

② コミュニティクラブ事業 

③ 学校と地域を結ぶ人材の養成 

④ 学校施設開放事業 

⑤ 青少年団体の活動を広報する体制の充実 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

１ ２－３－１ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

コミュニティクラブに

登録するボランティア

の人数 

574 人 534 人 545 人 501 人      

コミュニティクラブに限定した人数では、全体像が見えてこないた

め、削除した。 

        １ 
青少年指導者育成事業

に参加した方の満足度 
後日設定 

アウトカムがとれる指標として追加した。 

２ ２－３－２ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 
学校施設開放団体の登

録人数 

751 

団体 

2 1 , 4 2 1

人 

742 

団体 

2 1 , 2 1 9

人 

736 

団体 

20,740

人 

694 

団体 

1 9 , 5 9 9

人 

     

学校施設開放事業の年間の予定は、飽和状態が続いているため、削除

した。 

成 果 

指 標 

２ 

地域活動に参加する

きっかけづくりが進ん

でいる状況（「地域活動

に参加するきっかけづ

くりが進んだ」と回答

するコミュニティサ

ポート委員の割合） 

― 68.1％ 58.6％ ７０％ ２ 

地域活動に参加する

きっかけづくりが進ん

でいる状況（「地域活動

に参加するきっかけづ

くりが進んだ」と回答

するコミュニティサ

ポート委員の割合） 

後日設定 
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２－４－１ 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－４－１ 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 

２－４－３ 関係機関との連携による家庭・学校・地域への支援 

２－４－１ 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 家庭・学校・地域の連携を図るためには、関係機関との連携は不可欠

であり、国の第２期基本計画の共通理念（「横」の連携・協働）に対 

応した施策として、統合した。 

施 策 

内 容 

１ ２－４－１ 

地域のコミュニティづくりのために、より多くの人が集う場づくり

を進めます。さらに、家庭・学校・地域のさまざまな活動を支援する

コーディネーターの育成に取り組みます。また、読書を通して地域の

人たちが関わり合う読書コミュニティの推進のために、学校や地域の

図書館を中心に、誰もが読書に親しめる環境づくりをいっそう進めま

す。 

２ ２－４－３ 

    企業やＮＰＯを含むさまざまな関係機関との連携・協力体

制を構築し、たがいの知識や人材を活用して、家庭・学校・地域への

支援を行います。 

 

地域のコミュニティづくりのために、より多くの人が集う場づくり

を進めます。また 、家庭・学校・地域のさまざまな活動を支援する

コーディネーターの育成に取り組みます。  

 

 

 

 

さらに、企業やＮＰＯを含むさまざまな関係機関との連携・協力体

制を構築し、たがいの知識や人材を活用して、家庭・学校・地域への

支援を行います。 

読書コミュニティについては、前述の施策（１－１－５）についても

記載したが、第１期の取り組みが大いなる成果を遂げたことで、各学

校に確実に浸透した。今後も読書コミュニティの活動は、継続されて

いくが、構成上は、削除した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ２－４－１ 

① コミュニティサポート事業（主任研修会） 

② 学校と地域を結ぶ人材の養成 

③ 読書コミュニティの推進 

２ ２－４－３ 

① 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

② 学びを支える人間ネットワーク 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

１ ２－４－１ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

学校と地域を結ぶコー

ディネーターの養成講

座を受けた人数 

― ５６人 ４４人 ６５人 １ 

学校支援コーディネー

ター    の配置及

び活動状況 

後日設定 

学校と地域を結ぶコーディネーターを学習支援コーディネーターと

表現し、活動状況がわかる指標にした。 

２ 

学校と地域を結ぶコー

ディネーターの養成講

座          

の実施状況（実施回数

と受講者の意識〔学校

と地域との連携の橋渡

し役としての自覚をも

てた人の割合〕） 

― 
２回 

― 

２回 

８６% 

２回 

９１% 
２ 

学校支援コーディネー

ター     養成講

座及び連絡調整会議等

の実施状況 
後日設定 

上記と同様に、連絡調整会議等の実施状況を指標にした。 

２ ２－４－３ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

成 果 

指 標 

１ 

企業・ＮＰＯ・大学な

どとのネットワークづ

くりの進捗状況 

庁 内 の

生 涯 学

習 情 報

の 整 理

を 行 っ

た 

位 置 付

け の あ

る 項 目

に つ い

て 生 涯

学 習 情

報 の 収

集・整理

を 行 っ

た 

生 涯 学

習 情 報

を ホ ー

ム ペ ー

ジ で 検

索 で き

る よ う

にした 

市 民 ア

カ デ

ミ ー 講

座、家庭

教 育 学

級、還暦

式、成人

式 に お

い て 企

業・ＮＰ

Ｏ・大学

等 と 連

携した 

  

  

 

数字として、図る指標ではないので、成果や評価がはっきりしないた

め、削除した。 
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２－４－２ 家庭・地域と連携した学校の活性化 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ２－４－２ 家庭・地域と連携した学校の活性化 ２－４－２ 家庭・地域と連携した学校の活性化  

施 策 

内 容 

学校だよりや Web ページ          などによる積極的

な情報の発信を通して、保護者や地域住民の学校への関心を高め、学校

の教育活動や環境整備などに、より多くの人が関わることができる機会

を充実します。さらに家庭・学校・地域に関わりが深く身近な組織であ

るＰＴＡ活動の充実と改善を行い、                

   学校の活性化を図ります。 

学校だよりやホームページ、学校公開、公開研究会などによる積極的

な情報の発信を通して、保護者や地域住民の学校への関心を高め、学校

の教育活動や環境整備などに、より多くの人が関わることができる機会

を充実します。さらに家庭・学校・地域に関わりが深く身近な組織であ

るＰＴＡ活動の充実と改善ならびに学校評議員制度の活用を通して学

校の活性化を図ります。 

各学校の取り組みは、ホームページで発信されていることや、学校公

開や公開研究会を明記することで、より具体的に学校の取り組みがわ

かるように表現した。また、学校組織の活性化には、学校評議員制度

が重要であるため、明記した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 学習支援推進事業 

２ 幼稚園評議員制度の充実 

３ 学校評議員制度 

４ 学校情報化研究事業（学校Web ページの作成・更新の支援） 

５ コミュニティサポート事業（学校の支援） 

６ 学校と地域を結ぶ人材の養成 

７ PTA 活動充実のための支援 

  

成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

PTA活動の活性化の状

況（「PTA 教育フォー

ラムで得た情報を、

PTA活動の活性化に活

かしたい」と回答する

参加者の割合） 

60.7％ ― ９０％ ９１％   

  

 

９０％以上の成果が近年継続して報告されているため、今後の活性化

を図る指標としては、削除した。 

２ 

PTA活動の活性化の状

況（学校評価の中で、

「積極的に PTA 活動

や家庭教育学級に参加

している」と回答する

保護者の割合） 

４４％ ５１％ ４９％ ４７％ １ 

ＰＴＡ活動の活性化  

 （学校評価の中で、

「積極的にＰＴＡ活動

や家庭教育学級に参加

している」と回答する

保護者の割合） 

後日設定 

 

３ 

「学校たより等で、学

校の様子を十分に伝え

てくれている」と回答

する保護者の割合 

― ― ９３％ ９３％   

  

 

上記と同様、９０％以上の成果が近年継続して報告されているため、

今後の活性化を図る指標としては、削除した。 

成 果 

指 標 

  

  

    ２ 

学習支援コーディネー

ターによる学校へのボ

ランティア派遣状況 

後日設定 

家庭・地域と連携した学校の取り組みとして、学習支援は、重要であ

るため、活動状況がわかる指標を追加した。 
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３－１－１ 生きる力の基礎を育む教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－１－１ 生きる力の基礎を育む教育の推進 ３－１－１ 生きる力の基礎を育む教育の推進  

施 策 

内 容 

集団生活や遊びを通して、健康な心と体、社会性を身に付けるために、

自然体験や芸術に触れる機会などにより、情緒豊かな心を育みます。ま

た、友だちとの関わりなどから、人と関わる力を身に付け、身近な出来

事に興味・関心をもつことにより、意欲や探究心を高めていきます。さ

らに、子ども一人ひとりの個性を大切にしつつ、集団生活の中での自己

抑制力、道徳心の芽生えを培い、生きる力の基礎を育む教育を推進しま

す。 

集団生活や遊びを通して、健康な心と体、社会性を身に付けるために、

自然体験や芸術に触れる機会などにより、情緒豊かな心を育みます。ま

た、友だちとの関わりなどから、人と関わる力を身に付け、身近な出来

事に興味・関心をもつことにより、意欲や探究心を高めていきます。さ

らに、子ども一人ひとりの個性を大切にしつつ、集団生活の中での自己

抑制力、道徳性の芽生えを培い、生きる力の基礎を育む教育を推進しま

す。 

幼稚園教育要領に記載されている「道徳性の芽生え」を参酌した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 創意と活力のある学校づくり事業（学校教育３カ年計画の推進） 

２ 幼稚園教諭の研修の実施（公私立幼稚園合同研修会） 

３ ひまわり学級（特別支援学級）の充実 

４ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校〔幼稚園〕・地域を支援す

る企業・NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

幼稚園教諭の意識の状

況（幼稚園評価の「幼

稚園教諭の意識」に関

する項目について、

「意識は高い」と回答

する保護者の割合 

９５％ ９７％ ９６％ ９７％      

成果が９５％以上で連続しているため、ほぼ達成された指標として第

２期では、削除した。 

２ 

指導内容の工夫の状況 

（幼稚園評価の「指導

内容」に関する項目に

ついて、「工夫してい

る」と回答する保護者

の割合） 

９６％ ９５％ ９５％ ９５％      

成果が９５％以上で連続しているため、ほぼ達成された指標として第

２期では、削除した。 

３ 

子どもの成長の変化の

状況（幼稚園評価で「子

どもの成長をみること

ができた」と回答する

保護者の割合） 

９８％ ９８％ ９８％ ９９％      

成果が９５％以上で連続しているため、ほぼ達成された指標として第

２期では、削除した。 

        １ 

子ども一人ひとりに応

じた丁寧な援助や指導

を行っている（幼稚園

評価の保護者アンケー

ト） 

後日設定 

施策の内容にある「子ども一人ひとりの個性を大切にしつつ、集団生

活の中での自己抑制力、道徳性の芽生えを培い、生きる力の基礎を育

む教育を推進します。」に対応した指標として新たに追加した。 

成 果 

指 標 

        ２ 

食事のマナー、着替え、

うがい、手洗い等基本

的生活習慣が身につい

ている（幼稚園評価の

保護者アンケート） 

後日設定 

生きる力の基礎の定着を図る指標として、基本的生活習慣を図る指標

を追加した。 
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３－１－２ 子育て支援の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－１－３ 子育て支援の充実 ３－１－２ 子育て支援の充実 施策の統合により、番号が変更された。 

施 策 

内 容 

幼稚園・保育園などのもつ専門性を活かして、子育てに不安を抱える

保護者に対する相談や指導体制を充実します。また、施設の開放や子育

て家庭のふれあいの場づくりなどを進め、地域に開かれた幼稚園・保育

園として、子育て支援活動の充実を図ります。さらに、幼児教育センター

の早期実現を目指します。 

幼稚園・保育園などのもつ専門性を活かして、子育てに不安を抱える

保護者に対する相談や指導体制を充実します。また、施設の開放や子育

て家庭のふれあいの場づくりなどを進め、地域に開かれた幼稚園・保育

園として、子育て支援活動の充実を図ります。  

「さらに、幼児教育センターの早期実現を目指す。」については、国

の子ども・子育て支援法等に基づく、新たな制度により、認定こども

園など、次なる方向性が示されるようになってきているので、本市と

しても今後柔軟に対応していくため、削除した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 家庭教育学級運営事業（めぐみ・みのり家庭教育学級） 

２ 幼稚園開放・未就園児保育の実施 

３ 幼稚園の子育て相談窓口設置 

４ 幼児教育相談事業 

５ 幼稚園評議員制度の充実 

６ 幼児教育センターの設置 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 
子育て相談窓口の状況 

（認知度） 
― ― 68％ ７6％ １ 

子育て相談窓口の状況

（認知度） 
後日設定 

 

成 果 

指 標 

２ 

幼稚園開放・未就園児

保育の状況 

（幼稚園開放の日数・

未就園児保育の人数〔8

公立幼稚園の１月当た

りの日数及び人数〕） 

幼 稚 園

開放 

（ 月 平

均 98

日） 

未 就 園

児保育 

（ 月 平

均 448

人） 

幼 稚 園

開放 

（ 月 平

均 80

日） 

未 就 園

児保育 

（ 月 平

均 421

人） 

幼 稚 園

開放 

（ 月 平

均 81

日） 

未 就 園

児保育 

（ 月 平

均 496

人） 

幼 稚 園

開放 

（ 月 平

均 86

日） 

未 就 園

児保育 

（ 月 平

均 408

人） 

２ 

幼稚園開放・未就園児

保育の状況（幼稚園開

放の日数・未就園児保

育の人数＜公立幼稚園

の１月当たりの日数及

び人数＞ 
後日設定 
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３－２－１ 特別支援教育の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－２－１ 特別支援教育の推進 ３－２－１ 特別支援教育の推進  

施 策 

内 容 

子ども一人ひとりの実態に応じた能力や可能性を最大限に伸ばし、社

会の一員として自立する力を身に付けるために、特別支援教育を推進す

る計画の策定を目指します。 

また、保護者と相談しながら適切な就学を行うとともに、特別支援学

校・特別支援学級の環境整備を人員配置の面からも進めます。さらに、

研修の充実などによる教職員の専門性の向上を図り、        

       発達障害のある子どもを含めた一人ひとりの学習ニー

ズに応じた教育的支援を推進します。 

市川市特別支援教育推進計画に基づき、市川スマイルプラン（個別の

教育支援計画）の作成の推進など、具体的な取り組みを推進します。 

 

また、保護者と相談しながら適切な就学を行うとともに、学習環境の

整備を                    進めます。さらに、

研修の充実などによる教職員の専門性の向上を図り、特別支援教育の視

点を生かして、発達障害のある子どもを含めたすべての児童生徒への適

切な指導・支援の充実を図ります。 

第１期の「特別支援教育を推進する計画の策定を目指します。」を受

けて、平成２４年３月に「市川市特別支援教育推進計画」が策定され

た。第２期では、この計画をもとに、市川スマイルプランなど具体的

な取り組みを推進するために、内容を変更した。第１期の「特別支援

学校・特別支援学級の環境整備を人員配置の面からも」については、

「学習環境の整備を」に含まれた内容として、表現を精選した。最後

の文については、「特別支援教育の視点を生かした指導・支援の充実」

が特別支援教育推進計画の柱であるため、内容に明記し、変更した。

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 特別支援教育体制整備事業（特別支援教育推進計画の策定） 

２ 特別支援教育体制整備事業（スマイルプラン） 

３ 特別支援学級の設置 

４ 特別支援学級補助教員雇上事業 

５ 補助教員の配置（通常学級に在籍する特別な支援が必要な子どもへ

の対応） 

６ 特別支援教育体制整備事業（巡回指導職員の派遣） 

７ 幼児教育相談事業 

８ 職員研修事業（特別支援学級等担当者・特別支援コーディネーター

の支援） 

９ 教職員研修事業（専門性を高める取り組み） 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

特別支援学級の設置数 ２９校 

(新規 2

校) 

３０校 

(新規１

校) 

３１校 

(新規１

校) 

３１校      

毎年何校ずつなど、継続的な成果は図れないため、削除した。 

 

２ 

特別支援教育に関する

研修の開催状況 

（参加人数及び参加者

のうち「特別支援教育」

に関する意識が高まっ

たと回答する教職員の

割合） 

― ― 
360 人 

― 

379 人 

９９％ 
     

研修については、今後も取り組んでいくが、第２期では、市川市特別

支援教育推進計画の具体的な取り組みが、どれだけ、推進されていく

かを指標で図るため、削除した。 

３ 

年度内に、校内研修を

含めて特別支援教育に

関する研修を受けた教

職員の数 

― ― 
1,100 

人 

1,129 

人 
     

研修については、今後も取り組んでいくが、第２期では、市川市特別

支援教育推進計画の具体的な取り組みが、どれだけ、推進されていく

かを指標で図るため、削除した。 

成 果 

指 標 

        １ 

通常の学級における市

川スマイルプラン作成

数 

後日設定 

市川市特別支援教育推進計画の具体的な取り組みの一つである、市川

スマイルプラン作成数を新しい指標として追加することで、進捗状況

を図ることとした。 
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３－２－２ 子どもや保護者を支援する相談体制の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－２－２ 不登校の子どもや保護者の支援 

３－２－３ 子どもや保護者を支援する相談体制の充実 

３－２－４ 海外からの子どもたちへの支援 

 

３－２－２ 子どもや保護者を支援する体制の充実 

不登校の子どもや海外の子どもという限定的な施策から、今日的な課

題である発達障害の子どもなどを含めたすべての子どもやその保護 

者を支援する施策として統合し、施策の名称を変更した。 

施 策 

内 容 

１ ３－２－２ 

子どもの心の安定と自信を回復し、登校や社会参加を促すために、

一人ひとりの実態に応じた子どもや保護者への支援を充実します。ま

た、家庭・学校・ＮＰＯを含めた関係機関といっそうの連携を図ると

ともに、学校間における情報の共有を進めます。さらに、人間関係づ

くりを支援するとともに、子どもと学校のつながりを密接にし、不登

校を未然に防ぐ取り組みを行います。 

２ ３－２－３ 

子どもや保護者が早期に相談できる環境づくりや教育相談の質的

向上を図るために、ニーズに応じた窓口の設置や相談員の養成・研修

などを進め、相談体制のいっそうの充実に取り組みます。また、学校

内の相談体制の充実を図るために、各学校へ相談員を配置するととも

に、教職員の研修機会の拡充をします。 

３ ３－２－４ 

市川市には日本語の指導を必要とする海外からの子どもが多く在

籍しています。各学校で教育が十分に受けられるようにするために、

日本語指導をはじめ、生活全般に関する指導を充実します。また、通

訳などの支援ボランティアの養成と活用を図ります。 

 

不登校や発達障害などの子どもやその保護者が、安心して相談でき

るように相談員や教職員の研修を進め、教育相談体制の充実を図りま

す。また、日本語指導を必要とする子どもを支援する体制を整えます。

さらに、学校や医療機関をはじめとする関係機関との連携を推進し、

個に応じたきめ細やかな支援を行います。 

 

・相談体制の充実 

・支援体制の整備 

・関係機関との連携 

を柱として、それぞれの子どもやその保護者を支援していく内容にし

た。 

 

 

 

〈実施事業（参考） 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ３－２－２ 

① 適応指導教室運営事業（ふれんどルーム） 

② ライフカウンセラー設置事業 

③ ほっとホッと訪問相談 

④ 不登校対策協議会運営事業 

⑤ 生徒指導推進事業（不登校指導訪問） 

⑥ 適応指導教室運営事業（訪問員派遣） 

２ ３－２－３ 

① 教育相談事業 

② ほっとホッと訪問相談 

③ 少年相談事業 

④ 幼児教育相談事業 

⑤ ライフカウンセラー設置事業 

⑥ 教職員研修事業（専門性を高める取り組み） 

⑦ 出前研修 

３ ３－２－４ 

① 国際理解推進事業（帰国子女・外国人児童生徒教育） 

② 教職員対応マニュアル等作成事業 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

１ ３－２－２ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

不登校児童生徒の出現

率 

小 学 校

0.35％ 

中学校

2.51％ 

小 学 校

0.29％

中学校

2.56％

小 学 校

0.39％ 

中学校

2.97％ 

小 学 校

0.29％ 

中学校

2.84％ 

１ 

不登校児童生徒の出現

率 
後日設定 

 

２ ３－２－３ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

「相談しやすい体制が

整備されている」と回

答する相談者の割合

（教育相談） 

― ― ９７％ ９８％   

  

 

成果指標が近年９５％以上で継続されているので、おおむね達成され

た指標として、第２期では削除した。 

２ 

「学校は相談しやすい

体制になっている」と

回答する保護者の割合 

― ― ７９％ ８２％ ２ 

「学校は相談しやすい

体制になっている」と

回答する保護者の割合 

後日設定 

 

３ ３－２－４ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

成 果 

指 標 

１ 

教職員を対象とした初

期段階の対応マニュア

ルと子どもを対象とし

た教材の作成の進捗状

況 

― ― 

情 報 を

収 集 し

た 

各 学 校

の 情 報

交換   

  

 

成果指標が数字ではないので、成果や評価が曖昧になるので、削除し

た。 
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３－２－３ 教育機会均等の確保 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－２－５ 教育機会均等の確保 ３－２－３ 教育機会均等の確保 施策統合により番号を変更した。 

施 策 

内 容 

教育機会の均等を確保するため、就学援助や奨学金などの制度を活用

して、経済的に就学困難な子どもに関わる就学を援助します。 

教育機会の均等を確保するため、就学援助や奨学金などの制度を活用

して、経済的に就学困難な子どもに関わる就学を援助します。 

 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 就学援助   

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  成 果 

指 標 
１ 

就学援助などの制度に

関する認知状況 
― ― ５５％ ５２％ １ 

就学援助などの制度に

関する認知状況 
後日設定 
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３－３－１ 子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・地域の取り組みの推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－３－１ 危険回避能力などの育成 

３－３－２ 子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・地域の取り組

みの推進 

 

３－３－１ 子どもの安全・安心を確保する家庭・学校・地域の取り組

みの推進 

危険回避能力などの育成については、防災教育の推進（１－４－４）

で重点的に取り組むため、統合した。そのため、施策番号を変更した。

施 策 

内 容 

２ ３－３－２ 

家庭・学校・地域の協力体制のもと、学区域ごとのネットワークを

つくり、登下校時のパトロールを強化するとともに、不審者に関する

情報を迅速に共有する体制を整え       、子どもの安全確保

の取り組みを実施します。また、災害時の安全についても取り組みの

充実を図ります。 

１ ３－３－１ 

子ども自身が命を守る力を身に付けるために、遊びや体験を通し

て、危険を早く察知する能力と未然に回避する能力の育成に取り組み

ます。 

また、子どもの発達段階に即した防犯・防災・交通安全教育   

 を関係機関と連携して実施します。 

 

家庭・学校・地域の協力体制のもと、通学路の交通安全を確保した

り  、登下校時のパトロールを強化したり   、不審者に関する

情報を迅速に共有する体制を整えたりすることで、子どもの安全確保

の取り組みを実施します。 

 

 

 

 

 

また、子どもの発達段階に即した生活安全・交通安全・災害安全教

育を関係機関と連携して実施します。 

通学路の交通安全を確保することは、通学路の全国一斉点検など、今

日的課題を反映した表現として明記した。また、災害時の安全の取り

組みについては、防災教育の推進で扱うため、削除した。 

「防犯・防災・交通安全教育」の変更については、学校で取り組む３

つの安全教育「生活安全・交通安全・災害安全」に対応した表現に変

更した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ３－３－１ 

① 安全・安心な学校づくりの推進（セーフティスクールプランの作

成及び活用） 

② 安全・安心な学校づくりの推進（安全主任研修会） 

③ 関係機関と学校のコーディネート 

２ ３－３－２ 

① 安全・安心な学校づくりの推進（通学路） 

② 青色防犯パトロール 

③ 「かけこみ110 番」などの PTA の取り組み 

④ 少年補導活動 

⑤ 地域安心安全情報共有システム事業を周知する取り組み 

  

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

１ ３－３－１ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

安全教育の実施状況 交 通 安

全教育 

８４％ 

防 災 教

育 

100％ 

防 犯 教

育 

９３％ 

交 通 安

全教育 

100％

防 災 教

育 

100％

防 犯 教

育 

８９％ 

交 通 安

全教育 

100％ 

防 災 教

育 

100％ 

防 犯 教

育 

９８％ 

交 通 安

全教育 

100％ 

防 災 教

育 

100％ 

防 犯 教

育 

８６％ 

  

  

 

成果が１００パーセントで継続され、概ね成果は達成しているため、

削除した。 

２ ３－３－２ 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

家庭や地域と協力して

交通安全の対策に取り

組んでいる学校の割合 

後日設定 

１００パーセントが継続されているので、達成されたとして削除。 

交通安全の取り組みを図る指標として、新たに追加した。 

１ 

安全について地域との

協力を図っている   

     学校の割合 
100％ 100％ 100％ 100％ 

２ 

家庭や地域と協力して

不審者への対策に取り

組んでいる学校の割合 

後日設定 

生活安全の取り組みを図る指標として、新たに追加した。 

２ 

いざという時に、自分

が逃げ込む「かけこみ

110 番」の家を知って

いる児童生徒の割合 

― ― ８０％ ７９％   

  

 

かけこみ１１０番は限定的な指標であり、協力している家庭や店舗が

均一に市内に点在していないので、全体を図る指標として適当ではな

いため、削除した。 

 

成 果 

指 標 

 

３ 

地域との連携による青

色防犯パトロールに取

り組んでいる学校数 

― ― 
10/56

校 

11/56

校 
  

  

 

生活安全についての指標が上記で、追加されたので、こちらの指標は、

精選し、削除した。 
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３－３－２ 放課後の子どもの居場所づくりの推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－３－３ 放課後の子どもの居場所づくりの推進 ３－３－２ 放課後の子どもの居場所づくりの推進 施策の番号は、統合により変更した。 

施 策 

内 容 

子どもがいつでも安心して遊ぶことができるように、地域と連携して

子どもの活動拠点を設け、健全な育成を図ります。共働き家庭などの子

どもに対しては、放課後や夏休みなどの長期休業中の居場所づくりの充

実を図ります。 

子どもが    安心して遊ぶことができるように、地域と連携して

子どもの活動拠点を設け、健全な育成を図ります。共働き家庭などの子

どもに対しては、放課後や夏休みなどの長期休業中の居場所づくりの充

実を図ります。 

いつでもは、文意より含まれるとして削除した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 放課後保育クラブ 

２ 子どもが安心して遊べる新たな場所の検討 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  成 果 

指 標 

１ 

放課後保育クラブの入

所希望児童数に対する

入所児童数の割合 

100％ 100％ 100％ 100％ １ 

放課後保育クラブの入

所希望児童数に対する

入所児童数の割合 

後日設定 
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３－３－３ 学校の危機管理体制の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－３－４ 学校の危機管理体制の充実 ３－３－３ 学校の危機管理体制の充実 施策は統合により変更された。 

施 策 

内 容 

子どもが安心して学校生活を過ごすことができるように、地震や火災

時などの危機管理を確実に実施します               

 。また、学校への不審者侵入防止を徹底するとともに、緊急時の対応

や情報の管理を的確に行います。 

子どもが安心して学校生活を過ごすことができるように、家庭や地域

と連携した学校安全計画を策定するなど、危機管理体制の充実を図りま

す。また、教員の学校安全に対する研修の充実を図ります。 

各学校で策定している学校安全計画を学校だけではなく、家庭や地域

と連携した計画にしていくことを明記し、危機管理体制のより一層の

充実を図る。また、安全に関する研修を充実させていくことも、不可

欠であり、内容に明記した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 安全・安心な学校づくりの推進（セーフティスクールプランの作成

及び活用） 

 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  成 果 

指 標 

１ 

セーフティスクールプ

ランの活用の状況 

― ― 

51/56

校 

（10月

現在） 

56/56

校 
１ 

セーフティスクールプ

ランの安全教育・安全

管理・組織的活動の中

の２２の取り組みのす

べて、積極的かつ計画

的に実施できる。 

後日設定 

セーフティスクールプランの活用は、１００パーセントであり、第２

期では、セーフティスクールプランの内容についての成果を図ること

で、充実を図る指標とした。 
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３－３－４ いじめ、暴力行為などへの対応の強化 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－３－５ いじめ、暴力行為などへの対応の強化 ３－３－４ いじめ、暴力行為などへの対応の強化 施策の統合により施策番号が変更された。 

施 策 

内 容 

いじめや暴力行為などの早期発見、早期対応を図るために、教職員と

子どもとの信頼関係を構築するとともに、家庭・学校・地域・関係機関

との連携を強化します。また、いじめや暴力行為を防止するために、パ

トロールの強化や学校内外における   相談体制の充実を図ります。 

いじめや暴力行為を防止するために、パトロールの強化や学校内外に

おける地域の支援体制の充実を図ります。また、いじめや暴力行為など

の早期発見、早期対応を図るために     、家庭・学校・地域・関

係機関との連携を強化します。 

未然に防ぐ行動・対応した行動の順番に文章を構成した。 

「教職員と子どもとの信頼関係を構築するとともに」については、

「家庭・学校・地域・関係機関との連携を強化」に含まれるととらえ

内容を精選した。また、「相談体制」を「地域の支援体制」とするこ

とで、連携を強化する内容と呼応する表現にした。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ ライフカウンセラー設置事業 

２ 少年相談事業 

３ 教職員研修事業（生徒指導主任研修会） 

４ 少年補導活動 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

いじめの解消率 

94.9％ ９６％ ９６％ 

９１％ 

(12 月

末現在) 

１ 

いじめの解消率 

後日設定 

 

成 果 

指 標 

２ 

いじめに否定的な考え

方をもっている児童生

徒の割合 

９３％ ９５％ ９５％ ９６％ ２ 

いじめに否定的な考え

方をもっている児童生

徒の割合 

後日設定 
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３－３－５ 安全で質の高い教育環境の整備 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－３－６ 安全で質の高い教育環境の整備 ３－３－５ 安全で質の高い教育環境の整備 施策の統合のため、施策番号が変更になった。 

施 策 

内 容 

安全な教育環境の実現のために、学校と社会教育施設の耐震補強工事

を進めます。 

また、各施設の老朽化に伴う改修を計画的に行います。 

 

 

質の高い教育環境の実現のために施設の           バ

リアフリー化などを進め、生活環境を整えるとともに、緑化や自然エネ

ルギーの導入など、環境を考慮した教育施設を整備します。 

 

また、人口動向や地域の現状、学校施設の状況をもとにした学校の教

育環境の整備を進めます。 

安全な教育環境の実現のために、学校と社会教育施設の耐震補強工事

を進めます。 

また、学校施設における天井等落下防止対策等について、建築基準法

に基づく専門家による法定点検を行い、優先度を見極め、計画的な対応

を行っていきます。 

さらに、各施設の老朽化に伴う改修を計画的に進めていくうえで、バ

リアフリー化                  、緑化や自然エネ

ルギーの導入、人口動向や地域の現状等を考慮し、教育環境の整備を進

めます。 

  

非構造部材の調査・改修に伴う内容をより具体的に明記した。また、

その他については、文章構成の関係上、表現を変更した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 耐震補強工事 

２ 小中学校営繕事業（バリアフリー化） 

３ 小中学校営繕事業（自然エネルギー） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

改修年次計画に基づく

耐震補強棟数 

対象１１７棟 

※ （ ）は年度毎の

補強棟数 

４４棟

(９棟) 

耐 震 補

強 の 実

施率 

３４% 

５９棟

(15 棟)

耐 震 補

強 の 実

施率 

４５% 

７３棟

(14 棟) 

耐 震 補

強 の 実

施率 

６２% 

８９棟

(16 棟) 

耐 震 補

強 の 実

施率 

７６% 

  

  

 

平成２７年度で、すべての耐震工事が終了するので、第２期の指標と

しては、削除した。 

成 果 

指 標 

  
  

    １ 
非構造部材の現状調

査、改修工事 
後日設定 

今後の課題として、天井などの非構造部材の調査・改修があげられる

ので、それに対応した指標を示した。 
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３－４－１ 生涯学習機会の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－４－１ 生涯学習機会の充実 ３－４－１ 生涯学習機会の充実  

施 策 

内 容 

一人ひとりに十分な文化・スポーツ活動の機会や   学習情報を提

供するため、情報発信を積極的に行うとともに、相談体制の充実を図り

ます。 

また、大学など高等教育機関や民間企業などとの連携を図りながら、

多様な学習機会の拡充に努めます。 

さらに、関係機関と連携   することにより、さまざまな分野で学

んだ成果を地域で活かすことのできる機会を充実します。 

一人ひとりに十分な文化・スポーツ活動の機会や多様な学習情報を提

供するため、情報発信を積極的に行うとともに、相談体制の充実を図り

ます。 

  

 

また 、関係機関と連携・協働することにより、さまざまな分野で学

んだ成果を地域で活かすことのできる機会を充実します。 

「多様な」については、生涯学習の幅広い学習や年齢層に対応した表

現として、追加した。また、「関係機関と連携・協働すること」には、

「大学や高等教育機関や民間企業などとの連携を図る」ことも含まれ

るととらえ、内容を精選した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 生涯学習推進体制整備事業（生涯学習相談体制の充実） 

２ 生涯学習推進体制整備事業（情報発信の充実） 

３ 公民館主催講座活動事業（学んだ成果を活かす機会の提供） 

４ 市民アカデミー講座 

５ 少年自然の家主催事業 

６ 天体・プラネタリウム事業 

７ プラネタリウムコンサート事業 

８ 学校施設開放事業 

９ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  成 果 

指 標 

１ 

生涯学習に関する情報

発信や相談体制の状況 

（現在、生涯学習に関

わっていない人も含め

て「生涯学習を始める、

または進めるにあたっ

て、十分な情報発信や

相談体制がある」と回

答する人の割合〔市民

意向調査〕） 

― ― ４３％ ４６％ １ 

生涯学習に関する情報

発信や相談体制の状況

（現在、生涯学習に関

わっていない人も含め

て「生涯学習を始める、

または進めるにあたっ

て、十分な情報発信や

相談体制がある」と回

答する人の割合＜市民

意向調査＞） 

後日設定 
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３－４－２ 図書館機能を活用した学習活動の充実 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－４－２ 図書館・博物館などの活用を通じた学習活動の推進 ３－４－２ 図書館機能を活用した      学習活動の充実 図書館と博物館は、図書館法、博物館法と根拠法令が異なり、文部科

学省からはそれぞれ別の基準が示されており、事業内容や運営実態 

が異なるため、それぞれ独立した施策とした。・ 

施 策 

内 容 

誰もが利用しやすい図書館サービスを提供するため、蔵書の収集  

や レ

ファレンスサービスの充実、図書館ネットワークのいっそうの活用を図

ります。 

また、郷土市川について学ぶ機会の拡充を図るため、行政資料や地域

資料の積極的な収集を進めます。 

さらに、博物館のもつさまざまな機能を活用し、体験活動の充実や、

講師派遣などの教育普及サービスを活かした学習活動を推進します。子

どもの学習活動を支援するため、図書館・博物館などの社会教育施設と

学校との連携を図ります。 

誰もが利用しやすい図書館サービスを提供するため、社会情勢や生活

の変化に応じた市民のニーズを把握することに努め、資料の収集やレ

ファレンスサービスの充実、図書館ネットワークのいっそうの活用を図

ります。 

また、郷土市川について学ぶ機会の拡充を図るため、行政資料や地域

資料の積極的な収集を進めます。 

  

情報発信拠点としての図書館として、社会情勢や生活の変化に迅速に

対応していくことを内容に明記した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 図書館の運営に関する中期計画の策定と運用（図書館運営事業） 

２ 図書館運営事業（資料輸送・自動車図書館運行・返却ポスト設置等、

レファレンスサービス） 

３ 図書等整備事業 

４ 博物館の運営に関する中期計画の策定と運用（博物館運営事業） 

５ 博物館調査研究・保存事業 

６ 博物館調査研究・保存事業 

７ 博物館教育普及事業 

８ 博物館教育普及事業 

９ ボランティアの養成 

１ 図書館の運営に関する中期計画の策定と運用（図書館運営事業） 

２ 図書館運営事業（資料輸送・自動車図書館運行・返却ポスト設置等、

レファレンスサービス） 

３ 図書等整備事業 

  

  

  

  

  

  

 

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

中期計画策定と運用の

進捗状況 

中 期 計

画（案）

の策定 

中 期 計

画 の 策

定 

中 期 計

画 の 運

用開始 

中 期 計

画 の 実

施 

  

  

 

数字が報告されない指標なので、成果や評価が曖昧になるため削除し

た。 

図書館の利用者数(全 5

館1 室月平均) 

7 0 , 3 2 7

人 

7 1 , 9 4 3

人 

7 0 , 3 2 7

人 

7 0 , 3 2 1

人 
  

  
 

アウトカムの指標が下記でとられるため、精選をし、削除した。 

２ 

博物館の利用者数及び

行事参加者数 

(全3 館月平均) 

利用者 

1 1 , 8 1 5

人 

行 事 参

加者 

2,388

人 

利用者 

12 ,010

人 

行 事 参

加者 

4,581

人 

利用者 

14 ,101

人 

行 事 参

加者 

5,728

人 

利用者 

13 ,640

人 

行 事 参

加者 

5,994

人 

  

  

 

施策から博物館が分離したことに伴い、削除した。 

図書館利用者の満足度 

(中央図書館及び市川駅

南口図書館の満足度) 

― ― ９４％ ９２％ １ 

図書館利用者の満足度

（全５館１室） 後日設定 

第１期では、２館だけであったが、第２期は、すべての館・室の満足

度を図ることで、より図書館の充実を測る指標とした。 

成 果 

指 標 

３ 博物館利用者の満足度 

(「期待に沿ったもので

あった」と回答する行

事参加者の割合) 

９０％ 

以上 
９２％ ９５％ ９４％   

  

 

施策から博物館を分離したことに伴い、削除した。 
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３－４－３ 博物館などの活用を通した学習活動の推進 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－４－２ 図書館・博物館などの活用を通じた学習活動の推進 ３－４－３     博物館などの活用を通した学習活動の推進 図書館と博物館は、図書館法、博物館法と根拠法令が異なり、文部科

学省からはそれぞれ別の基準が示されており、事業内容や運営実態 

が異なるため、それぞれ独立した施策とした。 

施 策 

内 容 

誰もが利用しやすい図書館サービスを提供するため、蔵書の収集やレ

ファレンスサービスの充実、図書館ネットワークのいっそうの活用を図

ります。 

また、郷土市川について学ぶ機会の拡充を図るため、行政資料や地域

資料の積極的な収集を進めます。 

さらに、博物館のもつさまざまな機能を活用し、体験活動の充実や、

講師派遣などの教育普及サービスを活かした学習活動を推進します。 

    子どもの学習活動を支援するため、図書館・博物館などの社

会教育施設と学校との連携を図ります。 

   

 

 

   

 

    博物館のもつさまざまな機能を活用し、体験活動の充実や、

講師派遣などの教育普及サービスを活かした学習活動を推進します。 

また、子どもの学習活動を支援するため、    博物館などの社会

教育施設と学校との連携を図ります。 

図書館と施策が分けられたことで、内容も図書館の内容が、削除され、

精選された。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 図書館の運営に関する中期計画の策定と運用（図書館運営事業） 

２ 図書館運営事業（資料輸送・自動車図書館運行・返却ポスト設置等、

レファレンスサービス） 

３ 図書等整備事業 

４ 博物館の運営に関する中期計画の策定と運用（博物館運営事業） 

５ 博物館調査研究・保存事業 

６ 博物館調査研究・保存事業 

７ 博物館教育普及事業 

８ 博物館教育普及事業 

９ ボランティアの養成 

 

 

 

 

１ 博物館の運営に関する中期計画の策定と運用（博物館運営事業） 

２ 博物館調査研究・保存事業 

３ 博物館調査研究・保存事業 

４ 博物館教育普及事業 

５ 博物館教育普及事業 

６ ボランティアの養成 

 

〈成果指標 次ページ〉 
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区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

中期計画策定と運用の

進捗状況 

中 期 計

画（案）

の策定 

中 期 計

画 の 策

定 

中 期 計

画 の 運

用開始 

中 期 計

画 の 実

施 

  

  

 

数字が報告されない指標なので、成果や評価が曖昧になるため削除し

た。 

図書館の利用者数(全 5

館1 室月平均) 

7 0 , 3 2 7

人 

7 1 , 9 4 3

人 

7 0 , 3 2 7

人 

7 0 , 3 2 1

人 
  

  
 

施策から図書館を分離したことに伴い、削除した。 

２ 

博物館の利用者数及び

行事参加者数(全3館月

平均) 

利用者 

1 1 , 8 1 5

人 

行 事 参

加者 

2,388

人 

利用者 

12 ,010

人 

行 事 参

加者 

4,581

人 

利用者 

14 ,101

人 

行 事 参

加者 

5,728

人 

利用者 

13 ,640

人 

行 事 参

加者 

5,994

人 

  

博物館の利用者数及び

行事参加者数（全３館

月平均） 

後日設定 

アウトカムの指標が下記でとられるため、精選をし、削除した。 

図書館利用者の満足度 

(中央図書館及び市川駅

南口図書館の満足度) 

― ― ９４％ ９２％   

  

 

施策から図書館を分離したことに伴い、削除した。 

成 果 

指 標 

３ 博物館利用者の満足度 

(「期待に沿ったもので

あった」と回答する行

事参加者の割合) 

９０％ 

以上 
９２％ ９５％ ９４％ １ 
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３－４－４ 公民館を活用した地域の学習拠点づくり 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－４－３ 公民館を活用した地域の学習拠点づくり ３－４－４ 公民館を活用した地域の学習拠点づくり 施策を追加したため、施策番号を変更した。 

施 策 

内 容 

地域の学習拠点として、公民館に対する各地域のニーズや実態を把握

し、公民館のもつ機能の有効利用を図るとともに、         

            地域に密着した公民館運営を推進します。 

地域の学習拠点として、公民館に対する各地域のニーズや実態を把握

し、公民館のもつ機能の有効利用を図るとともに、学校及び地域の人材

を活用し、連携することで地域に密着した公民館運営を推進します。 

公民館の取り組みの今後の課題である「学校及び地域の人材を活用し

連携すること」を明記することで、より具体的な内容にした。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 公民館主催講座活動事業（公民館主催講座） 

２ サークルの支援 

３ 公民館と関係部署の連携の推進 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 
主催講座受講者の受講

率 
８６％ 88.4％ ９１％ 93.6％ １ 

― 
後日設定 

図書館・博物館と並列な指標を基準とするため、精選し削除した。 

２ 
主催講座受講後のサー

クル化数 

９ サ ー

クル 

16サー

クル 

19サー

クル 

27サー

クル 
２ 

― 
後日設定 

図書館・博物館と並列な指標を基準とするため、精選し削除した。 

３ 

主催講座受講者の満足

度 ― ― 

９９％ 

（ ９ 月

現在） 

98.9％ ３ 

主催講座受講者の満足

度 後日設定 

 

成 果 

指 標 

  
  

    ４ 
学校及び地域との連携

事業数 
後日設定 

施策の内容に追加した課題に対応する指標として、新たに追加した。
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３－４－５ 文化財の保護と活用 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－４－４ 文化財の保護と活用 ３－４－５ 文化財の保護と活用 施策を追加したため、施策番号を変更した。 

施 策 

内 容 

市川市の自然・風土・歴史・文化的遺産を貴重な学習資源ととらえ、

学校の体験学習や生涯学習など、幅広い教育活動に活用します。また、

市内に残る貴重な文化財を未来の子どもたちに継承するため、自然・風

土・歴史・文化的遺産の                    保

護の充実を図ります。 

市川市の自然・風土・歴史・文化的遺産を貴重な学習資源ととらえ、

学校の体験学習や生涯学習など、幅広い教育活動に活用します。また、

市内に残る貴重な文化財を未来の子どもたちに継承するため、自然・風

土・歴史・文化的遺産の市川市独自の文化財の指定基準を明確にし、保

護の充実を図ります。 

市独自の指定基準を明確にすることで、文化財の保護の推進を図るた

め、内容に明記した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 文化財の普及事業 

２ 博物館の活用の推進（文化財を活用した博物館事業） 

３ 生涯学習推進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・

NPO・大学などとのネットワークづくりの整備） 

４ 指定文化財維持管理事業 

５ 史跡整備保存事業 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 
文化財資料の利用回数 延べ 

259 回 

延べ 

286 回

延べ 

875 回 

延べ 

798 回 
１ 

文化財資料の利用回数 
後日設定 

 

成 果 

指 標 

２ 

体験学習・見学会など

への参加者の満足度 

（「期待に沿ったもの

であった」と回答する

参加者の割合） 

― ９２％ ９５％ ９６％ ２ 

体験学習・見学会など

への参加者の満足度

（「期待に沿ったもの

であった」と回答する

参加者の割合） 

後日設定 
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３－５－１ 教育委員会機能の充実に向けた取り組み 

区 分 第１期計画 第２期計画案 変更理由等 

施策名 ３－５－１ 教育委員会機能の充実に向けた取り組み ３－５－１ 教育委員会機能の充実に向けた取り組み  

施 策 

内 容 

教育委員会は、子どもや地域住民との交流会をはじめ、学校や教育施

設への訪問など、さまざまな場を通して市民の意向を把握するととも

に、教育委員会の責任のもとで方針の決定や施策の立案を行います。 

さらに、会議の公開など、開かれた教育委員会をいっそう推進します。 

教育委員会事務局においては、方針や施策をふまえ、家庭・学校・地

域への支援や教育環境の整備に取り組みます。 

また、教育行政の客観性や透明性を確保するために、目標の明確化と

ともに活動状況の点検・評価を的確に実施し、施策の改善と充実に努め

ます。 

また、広報紙やWeb ページを活用した情報発信を積極的に行い、市

川市の教育の振興を図ります。 

教育委員会は、子どもや地域住民との交流 をはじめ、学校や教育施

設への訪問など、さまざまな場を通して市民の意向を把握するととも

に、教育委員会の責任のもとで方針の決定や施策の立案を行います。 

さらに、会議の公開など、開かれた教育委員会をいっそう推進します。

教育委員会事務局においては、方針や施策をふまえ、家庭・学校・地

域への支援や教育環境の整備に取り組みます。 

また、ＰＤＣＡサイクルに基づき        、目標の明確化と

ともに活動状況の点検・評価を的確に実施し、施策の改善と充実に努め

ます。 

また、広報紙やホームページを活用した情報発信を積極的に行い、市

川市の教育の振興を図ります。 

「交流会」から「交流」とすることで、広く機会をとらえる表現にし

た。また、「教育行政の客観性や透明性を確保するために」について

は、点検評価等で用いられている「ＰＤＣA サイクル」という表現に

して、客観性や透明性を具体的に表現した。「Web ページ」について

は、「ホームページ」の方がより一般的なので変更した。 

実 施 

事 業 

(参考) 

１ 教育委員会会議の充実 

２ 市川市教育振興審議会の活用 

３ 教育委員会の調査や報告事項の見直し 

４ 各種メディアを活用した広報活動（Web ページの活用） 

５ 教育広報活動事業（教育広報紙発行事業） 

６ 教育委員交流会事業 

  

№ 項目 ２１ ２２ ２３ ２４ № 項目 ２５ ３０  

１ 

市川市の教育を広報し

た活動の状況 

（「教育委員会の取り

組みを知るための広報

活動は十分である」と

回答する人の割合〔市

民意向調査〕） 

２８％ ― ３２％ ３１％   

  

 

広報活動については、各所管から発信されていて、発信方法について

も多岐にわたっている。また、下記の指標の「教育委員会の活動」の

一環として、広報活動もとらえているため、指標としては精選し、削

除した。 

成 果 

指 標 

２ 

教育委員の役割や活動

の認知状況 

（「教育委員会の役割

や活動を知っている」

と回答する人の割合

〔市民意向調査〕） 

２４％ ― ３３％ ３７％ １ 

教育委員の役割や活動

の認知状況（「教育委員

会の役割や活動を知っ

ている」と回答する人

の割合＜市民意向調査

＞） 

後日設定 
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（案） 

1 
 

平成２５年８月２２日 

 

市 川 市 教 育 委 員 会 

委員長 宇田川 進 様 

 

市川市教育振興審議会 

会長  大 熊  徹 

 

平 成 ２ ４ 年 度 の 教 育 委 員 会 の 権 限 に 属 す る 事 務 の 管 理 及 び 

執行の状況についての点検及び評価について（答申） 

 
平成２５年７月１６日付け市川第 20130618‐ 0102 号で市川市教育振興審

議会へ諮問のあった標記の件について、当審議会において慎重に審議した結

果、次のとおり取りまとめたので、市川市教育振興審議会条例第２条の規定

に基づき答申いたします。 

 

記 

 

答  申 教育委員会が行った点検及び評価は、おおむね妥当である。 

ただし、次に掲げる施策の評価については、再考されたい。 

１ 施策１－１－４ 体験活動の推進 

２ 施策１－４－２ 情報教育の推進 

３ 施策３－１－２ 幼稚園・保育園・小学校の連携の推進 

４ 施策３－３－５ いじめ、暴力行為などへの対応の強化 

５ 施策３－５－１ 教育委員会機能の充実に向けた取り組み 

 

 



2 

１  審議経過 

本審議会は、平成２５年７月１６日、教育委員会から「平成２４年度の

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況についての点検及

び評価について」諮問を受けた。 

この諮問は、教育委員会が地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 

２７条第１項の規定に基づく平成２４年度の教育委員会の権限に属する

事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価を行うに当たり、同条

第２項の規定に基づき教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図

るため、教育委員会自らが行った点検及び評価について、当審議会の意見

を求めたものである。 

教育委員会が行った点検及び評価については、その結果を取りまとめた

「教育委員会点検・評価報告書」の提示を受けたところであるが、その方

法は、教育基本法第１７条第２項の規定に基づき定めた市川市における教

育の振興のための施策に関する基本的な計画である「市川市教育振興基本

計画 基本計画編」（平成２１年３月策定）の具体的な方策を定めた「市

川市教育振興基本計画 実施計画編（後期）」（平成２４年４月策定）に掲

載された平成２４年度の実施事業について、それを所管する課等による点

検及び評価が行われた後、教育委員会事務局幹部職員が点検及び評価を行

い、その後、教育委員による点検及び評価が行われており、適切であると

評価した。 

そこで、本審議会における調査審議は、「教育委員会点検・評価報告書」

に記載された点検結果及び施策の評価を基に、施策ごとではなく施策の前

提となる施策の方向ごとに、教育委員会が行った点検及び評価が妥当であ

るか否かを調査審議するとともに、今後の施策の推進に関する意見を取り

まとめることとした。 

そして、本日、本答申書のとおり答申するに至ったものである。 
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２  答申理由 

本答申のうち、施策の評価について、再考を求める理由は、以下のとお

りである。 

⑴ 基本的方向１ 子どもの姿 

① 「施策１－１－４ 体験活動の推進」及び「施策２－４－３ 関係

機関との連携による家庭・学校・地域への支援」においては、いずれ

も、実施事業「生涯学習整備推進体制整備事業」の進捗状況をＢとし、

指標「企業・ＮＰＯ・大学などのネットワークづくりの進捗状況」の

現状を「関係機関との連携は進んでいるが、システムの改善には至ら

なかった。」としている。 

しかしながら、施策の評価における今後の改善点については、施策

１－１－４は「改善を図る点は特になく、現在の計画に沿って推進す

る。」としているのに対し、施策２－４－３は、「実施事業の進め方に

ついて改善を図る。」とした上、実施事業「生涯学習整備推進体制整

備事業」の改善を図る旨の意見を加えており、相違が生じている。 

これらの施策において、実施事業の進捗状況及び指標の現状に異同

がないことからすれば、今後の改善点についても相違を生じさせるべ

きではない。 

② 「施策１－４－２ 情報教育の推進」の指標「家庭教育学級で情報

モラル教育を扱った講座数」の現状は、平成２３年度と同数であり、

目標値に達していない。 

これに関し、教育委員会は、「情報モラル講座は、情報通信企業の

社会貢献活動として、無料で開催してもらえることから、家庭教育学

級説明会等で積極的な講座の開催を呼びかけていきたい。」とし、家

庭教育学級における情報モラル教育の講座数を増加させるための改

善策を示したところである。 

したがって、施策の評価における今後の改善点に、当該改善策を付

記することが適当である。 
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⑵  基本的方向３ 市川の教育の姿 

① 「施策３－１－２ 幼稚園・保育園・小学校の連携の推進」の指標

「幼稚園・保育園・小学校での交流の機会の事例数」の現状は、平成

２３年度を下回り、目標値に達していない。 

これに関し、「園児・児童間の交流について、内容を精選した結果、

交流機会の事例数が減少した」との意見もあるが、小１プロブレム等

の課題を踏まえれば、幼稚園及び保育園と小学校との連携を一層強化し、

子どもの学びの連続性を確保することが重要であり、園児・児童間の交

流について、内容の精選及び充実を図りつつ、さらに事例数を増加さ

せることが必要と考える。 

したがって、施策の評価における今後の改善点に、幼稚園・保育園・

小学校での交流の機会の事例数を増加させるための改善策を付記す

べきである。 

② 「施策３－３－５ いじめ、暴力行為などへの対応の強化」の指標

「いじめの解消率」の現状は、平成２３年度を下回り、目標値に達し

ていないため、その施策の達成状況は「施策の実現は十分に図られて

きているとはいえない」とし、今後の改善点を示している。 

しかしながら、実施事業の進捗も良く、指標「いじめに否定的な考

え方をもっている児童生徒の割合」が平成２３年度から１ポイント改

善していることからすれば、本施策については、今後の改善が必要で

はあるものの、達成状況は「施策の実現は十分に図られてきている」

としても良いと考える。 

また、今後の改善点の意見において、いじめの防止策を記載してい

るが、いじめの防止については、本施策及び「１－１－２ 命を大切

にする教育の推進」により推進すべきものであることから、これらの

施策の関係を明らかにした上、いじめの防止策を記載されたい。 

③ 「施策３－５－１ 教育委員会機能の充実に向けた取り組み」の施

策の評価における今後の改善点について、市川市及び民間事業者のメ
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ディアを挙げ、情報の質及び量の向上を図るとしている。 

しかしながら、民間事業者のメディアについては、教育委員会にお

いて自由に情報の質及び量の向上を図ることは困難であることから、

当該メディアを加えることは不適当である。 

 

３ 今後の施策の推進に関する意見 

⑴ 基本的方向１ 子どもの姿 

「施策１－５－１ 歴史や文化に関する教育の推進」の指標「市川市

の歴史や文化に関する意識を高めるための環境整備が整っていると感

じている教職員の割合」の現状は、平成２３年度から３ポイント改善し、

目標値を達成しているが、指標「市川市の歴史や文化に関心をもってい

ると回答する児童生徒の割合」の現状は、２３年度と同ポイントにとど

まっている。 

しかしながら、「教育普及事業（教職員研修事業）」により教職員の市

川市の歴史や文化に関する意識が高まり、その指導を受けた児童生徒の

関心も高まると考えられることから、今後も引き続き施策の推進を図っ

ていただきたい。 

⑵ 基本的方向２ 家庭・学校・地域の姿 

「施策２－４－１ 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進」

の実施事業「学校と地域を結ぶ人材の養成」については、学校支援コー

ディネーターについて、中学校区単位で複数名を配置するため、学校単

位での配置を進めているとのことである。 

現在、５６校中２０校に配置されているところであるが、１校に複数

名配置されている地域もあれば、未だ不足している地域もある。 

その地域の中には、これまでの学校支援活動で足りるとの意見もある

ようであるが、その活動をされている方々は高齢化し、また、ボランテ

ィアが減少しているという実態を見ると、特に若年層の地域の人材を養

成し、学校支援コーディネーターとして配置していく必要性があると考
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える。 

したがって、中学校区単位での学校支援コーディネーターの複数名配

置を早期に実現するため、積極的に、地域にその意義を周知するととも

に、人材の養成に努めていただきたい。 

⑶ 基本的方向３ 市川の教育の姿 

① 「施策３－４－１ 生涯学習機会の充実」の実施事業「生涯学習推

進体制整備事業（家庭・学校・地域を支援する企業・ＮＰＯ・大学な

どとのネットワークづくりの整備）」において、家庭・学校・地域を

支援する企業・ＮＰＯ・大学などの情報を発信するシステムの構築に

ついて検討するとしている。 

その構築に当たっては、情報を必要とする方に必要とする情報を伝

えることが重要であることから、この点を踏まえ、検討を進めていた

だきたい。 

② 「施策３－４－３ 公民館を活用した地域の学習拠点づくり」にお

いては、地域に密着した公民館運営を推進するとし、実施事業「公民

館主催講座活動事業（公民館主催講座）」を実施している。 

この公民館主催講座の受講者の中には、自らが学ぶだけでなく、学

習した成果を学校や地域に還元している方もおり、地域もそのような

人材を求めているが、地域が受講者に協力を求めることができる状況

にない。 

そこで、地域に密着した公民館運営を推進するに当たり、公民館主

催講座の実施に合わせて、受講者に対し、学習した成果を地域で活か

すことができ、また、それを地域が求めていることを周知するととも

に、地域が受講者に協力を求めることができる体制を整備していただ

きたい。 

以 上 
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市川市教育振興審議会 

会 長  大熊  徹 
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